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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

 

回次 第15期 第16期 第17期 第18期 第19期

決算年月 2022年７月 2023年７月 2024年７月 2025年７月 2026年７月

売上高 (千円) － － － － －

経常利益 (千円) － － － － －

親会社株主に帰属する
当期純利益

(千円) － － － － －

包括利益 (千円) － － － － －

純資産額 (千円) － － － － 7,627,669

総資産額 (千円) － － － － 10,945,661

１株当たり純資産額 (円) － － － － 697.64

１株当たり当期純利益 (円) － － － － －

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) － － － － 69.69

自己資本利益率 (％) － － － － －

株価収益率 (倍) － － － － －

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) － － － － －

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) － － － － －

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) － － － － －

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) － － － － －

従業員数
(名)

－ － － － 402
(外、平均臨時
雇用者数) (－) (－) (－) (－) (306)

 

(注) １．第19期連結会計年度が連結財務諸表の作成初年度であり、また、当連結会計年度末より連結財務諸表の作成

が必要となったことから、第19期連結会計年度においては貸借対照表のみを連結しているため、連結貸借対

照表項目及び従業員数のみを記載しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

 

回次 第15期 第16期 第17期 第18期 第19期

決算年月 2022年７月 2023年７月 2024年７月 2025年７月 2026年７月

売上高 (千円) 11,215,914 12,266,758 13,555,288 14,918,337 16,212,562

経常利益 (千円) 709,451 857,848 965,529 1,015,164 1,191,586

当期純利益 (千円) 401,891 602,571 668,053 702,580 825,681

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) － － － － －

資本金 (千円) 725,645 730,286 731,387 735,694 737,891

発行済株式総数 (株) 10,792,400 10,842,800 10,860,400 10,907,600 10,934,000

純資産額 (千円) 5,304,378 5,916,194 6,423,815 6,972,111 7,627,669

総資産額 (千円) 8,859,525 9,562,497 9,875,074 10,452,798 10,939,835

１株当たり純資産額 (円) 491.51 545.65 591.51 639.22 697.64

１株当たり配当額
(円)

－ 15.00 15.00 16.00 18.00
(うち１株当たり
中間配当額)

(－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益 (円) 37.26 55.74 61.58 64.64 75.63

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) 36.66 55.02 61.02 64.24 75.46

自己資本比率 (％) 59.87 61.87 65.05 66.70 69.72

自己資本利益率 (％) 7.86 10.74 10.83 10.49 11.31

株価収益率 (倍) 35.99 22.68 15.41 11.28 8.54

配当性向 (％) － 26.9 24.4 24.8 23.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,209,881 1,201,428 1,315,257 1,519,421 1,718,867

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,470,971 △937,873 △1,157,136 △1,000,072 △1,128,683

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 263,495 △230,876 △400,553 △185,568 △510,900

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) 1,474,844 1,507,524 1,265,092 1,598,872 1,678,156

従業員数
(人)

173 232 305 336 399
(外、平均臨時
雇用者数) (139) (185) (225) (245) (303)

株主総利回り (％) 71.4 68.1 52.1 41.3 37.8
(比較指標：配当込み
TOPIX)

(％) (104.5) (128.6) (158.2) (170.9) (170.9)

最高株価 (円) 1,955 2,050 1,293 952 927

最低株価 (円) 955 1,176 801 565 635
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(注) １．持分法を適用した場合の投資利益については、当社は関連会社を有していないため記載しておりません。

２．第15期の１株当たり配当額及び配当性向については、配当を実施していないため、記載しておりません。

３．株主総利回りの算定に使用した当社株価並びに最高株価及び最低株価は、2023年10月20日より、東京証券取

引所スタンダード市場におけるものであります。

また、2022年４月４日より2023年10月19日までは同取引所プライム市場、2020年１月27日より2022年４月３

日までは同取引所市場第一部におけるものであり、それ以前は同取引所マザーズ市場におけるものでありま

す。

４．第19期の１株当たり配当額18円00銭については、2026年10月27日開催予定の定時株主総会の決議事項となっ

ております。
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２ 【沿革】
 

年月 概要

2007年10月 東京都世田谷区に株式会社シルバーライフ設立

2007年11月 直営第１号店を東京都世田谷区に開業

2009年４月 「まごころ弁当」フランチャイズチェーンを開始

2010年６月 東京都新宿区に本店移転

2011年５月 東京都世田谷区に本店移転

2012年６月 高齢者施設等向け食材販売「まごころ食材サービス」を開始

2012年11月 東京都小平市に本店移転

2013年２月 群馬県邑楽郡邑楽町に自社工場を取得

2013年８月 株式会社ネクストコミュニティを吸収合併

2014年２月 「配食のふれ愛」フランチャイズチェーンを開始

2014年４月 東京都新宿区西新宿六丁目に本店移転

2014年４月 ＯＥＭ販売を開始

2016年２月 群馬工場で ＩＳＯ9001 の認証を取得

2016年３月 東京都新宿区西新宿四丁目に本店移転

2017年10月 東京証券取引所マザーズ市場に株式を上場

2017年10月 群馬県邑楽郡千代田町に赤岩物流センター新設

2018年３月 群馬県邑楽郡邑楽町に寄宿舎の新設

2019年６月 冷凍弁当直接販売「まごころケア食」販売開始

2020年１月 東京証券取引所市場第一部への上場市場変更

2020年４月 高齢者施設向け冷凍食材販売「こだわりシェフ」を開始

2020年７月 群馬工場で ＦＳＳＣ22000 の認証を取得

2021年３月 栃木県足利市にて栃木工場の稼働を開始

2021年８月 埼玉県加須市に加須センターを取得

2021年９月 「宅食ライフ」フランチャイズチェーンを開始

2022年３月 埼玉県加須市にて加須センターの稼働を開始

2022年４月 市場区分の見直しにより、東京証券取引所の市場第一部からプライム市場に移行

2022年７月 高齢者施設向け冷凍食材販売「おてがるシェフ」を開始

2023年３月 冷凍弁当直接販売「ライフミール」販売開始

2023年10月 東京証券取引所のプライム市場からスタンダード市場に移行

2024年12月 栃木工場で ＦＳＳＣ22000 の認証を取得

2026年６月 成田冷蔵株式会社を子会社化
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３ 【事業の内容】

当社グループは、「我々シルバーライフは、食の観点から誰もが安心して歳を重ねていける社会を作ります」を経

営理念として、高齢者向け配食サービスのフランチャイズ本部の運営及びフランチャイズ加盟店(以下、「FC加盟店」

という。)等への調理済み食材の販売を主な事業としております。

一人暮らしや要介護の高齢者には、自ら調理をすることや買い物に行くことが困難である等の理由で、手間をかけ

ずに毎日の食事を用意したいというニーズが生じております。

当社グループはこうしたニーズに応えることをミッションとし、自社工場や仕入先等で製造された食材を一般消費

者を含めた取引先に販売しております。

なお、当社グループは、食材製造販売事業の単一セグメントであります。

 

(1) 販売先について

①　ＦＣ加盟店

当社グループは「まごころ弁当」「配食のふれ愛」「宅食ライフ」の３つのブランドによる配食店舗をフラン

チャイズ方式によりチェーン展開しております。当社グループはFC加盟店に対して経営指導を行うとともに、弁

当の食材等を販売しております。

当社グループがFC加盟店に販売する食材は、主におかずとして調理された調理済み食材であり、FC加盟店が弁

当用に炊飯する米や使用する備品等も販売しております。調理済み食材には、自社工場で製造された食材と、仕

入先工場で製造された食材があり、日本全国のFC加盟店に対して販売を行っております。

各FC加盟店は、利用者である高齢者から指定の日時に応じた注文を受け、その他の見込み分を含めて当社グ

ループから食材を仕入れております。各FC加盟店は、配食スケジュールに合わせて米を炊飯するとともに、当社

グループから仕入れた食材を店舗で弁当容器に盛りつけ、利用者の自宅に直接配達し、弁当代金を回収しており

ます。弁当は、利用者の希望に合わせ、利用者が食べやすいように食材を細かく刻む等の個別対応も行っており

ます。

当社グループは各FC加盟店から食材代金とロイヤリティ等を回収しております。当社グループのFC加盟プラン

には、通常プランやゼロプラン(初期費用の一部とロイヤリティ等が無料)、特例プラン（初期費用が無料）の３

つがあり、食材代金とロイヤリティ等は各プランにおいて設定された条件に基づいて回収しております。

当社グループの高齢者向け配食サービスのFC加盟店の店舗数は、2026年７月末現在、「まごころ弁当」479店

舗、「配食のふれ愛」263店舗、「宅食ライフ」157店舗を展開しております。

 

②　高齢者施設等

当社グループは、自社製造した食材及び仕入食材を、高齢者施設や障がい者施設等に販売しております。食材

の配送は、当社グループや当社グループのFC加盟店より行っております。当社グループのFC加盟店より食材を発

送している場合には、当社グループがFC加盟店に対して、食材配送委託料を支払っております。

 

③　直販・その他

当社グループは、ECを主体とした冷凍弁当の直接販売（BtoC）のほか、OEM受託における製造品の販売（BtoB）

や加須倉庫と成田冷蔵株式会社にて冷凍商材のピッキング及び保管業務等を内容とする倉庫業の運営を行ってお

ります。
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（２）事業系統図について

以上述べた事項を事業系統図によって示すと以下のとおりであります。

 
４ 【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
（千円）

主要な事業の内容
議決権の所有
（又は被所有）
割合（％）

関係内容

（連結子会社）
成田冷蔵株式会社

 

(注)
愛知県名古屋市港区 36,000 冷蔵倉庫業 等 100.0 －

 

 

(注) 有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

EDINET提出書類

株式会社シルバーライフ(E33282)

有価証券報告書

 7/98



第２ 【事業の状況】

 

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

(1) 会社の基本の経営方針

　当社グループは、経営理念として「我々シルバーライフは、食の観点から誰もが安心して歳を重ねていける社会

を作ります」を掲げ、主に、高齢者向け配食サービスのフランチャイズ本部の運営及びフランチャイズ加盟店(以

下、「FC加盟店」という。)等への調理済み食材の販売を事業としております。

　経営理念の実現に向け、当社の競争優位性を強める成長戦略を着実に推進し、さらなる業績拡大と企業価値の向

上を図ってまいります。

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したものであり

ます。

 
(2) 経営環境及び優先的に対処すべき課題

　高齢化が急速に進む我が国において、当社グループの属する高齢者向け配食サービス市場は年々拡大しておりま

す。こうした社会背景とスケールメリットを活かした競争優位性により、当社グループの売上は、創業以来、順調

に推移してまいりました。当社グループが今後も継続して成長していくためには、成長が見込まれている市場にお

いて如何にシェアを拡大していくかが重要であると捉えております。そのためには、現在の競争優位性をさらに進

化させていくことが必須となります。

　今後は、各販売区分別の売上拡大に取り組みつつ、製造体制の強化を進めることで利益改善をしていく必要があ

ります。

当社グループはこれらの中長期的な課題に対して、次のとおり計画しております。

 
①　当社グループの属する高齢者向け配食サービス市場の環境

我が国は75歳以上の後期高齢者の人口が2025年以降30年間増加すると予想されています。高齢者人口が増える

に従い、独居の高齢者も増えていきます。そして、国が介護・福祉にかける財源確保はさらに困難を増し、介護

事業者の運営は厳しくなるものと予想しております。

　それらの環境下、高齢者のご自宅までお弁当を届ける当社の配食サービスや高齢者施設向けの食材サービスの

ニーズはさらに高まるものと考えております。

 

②　外部環境を背景とした売上増の施策

・ＦＣ加盟店

既存店は店舗支援の強化を図り、店舗売上の増加に繋げてまいります。オンデマンド型説明会や撤退店舗の

近隣オーナーへの引継ぎを通じて売上増に繋げてまいります。

・高齢者施設等

利用施設に対する営業活動や利用施設からの要望に応える商品・サービス開発などを積極的に行うことで、

冷蔵・冷凍両食材の拡販を目指し、売上の増加に繋げてまいります。

・直販・その他

冷凍弁当は、新たな顧客層獲得のための商品開発及び積極的な広告宣伝活動により、新規顧客の獲得ととも

に定期顧客を増やす施策を行ってまいります。

 

③　製造・保管体制の確立

　当社グループでは食材製造や保管、発送の一部を外部委託しておりますが、それらの内製化を進めておりま

す。これらの活動は進行中であり、今後もその体制を強化することで、スケールメリットの追求と併せ、コスト

面での競争優位性を高めていく考えです。

 
④　目標とする経営指標

2028年７月期の売上高180億円、営業利益12億円を目指してまいります。
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⑤　株主還元について

当社グループは、株主に対する利益還元を重要な経営課題であると認識しており、内部留保を充実させ経営基

盤の安定化を図るとともに、事業拡大のための投資等によって一層の企業価値向上を図る方針であります。

財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況を勘案し、内部留保とのバランスを取りつつ、配当性向

30％を目途に中長期的に安定し、継続して配当を実施してまいります。

 

　　⑥　その他基盤強化に向け取り組むべき課題

　企業価値の向上を実現するために、サステナビリティ・ESGの観点をより一層重視し、気候変動への対応、人的

資本への投資、ガバナンス強化とリスクマネジメント力の向上等、持続可能な社会の実現に向けた取り組みにも

注力してまいります。

 
２ 【サステナビリティに関する考え方及び取組】

当社グループは、「食の観点から誰もが安心して歳を重ねていける社会を作ります」という経営理念に基づき、

「自分で調理をすることや買い物に行くことが困難な一人暮らしや要介護の高齢者の方が、手間をかけず、安心し

て食事をしてもらえるよう、手ごろな価格で弁当を用意し、毎日自宅に届けます。」をミッションとしておりま

す。

昨今、パリ協定の発効やSDGsの採択などを契機に、気候変動・サステナビリティに対する社会的な要請が高まっ

ており、サステナビリティを前提としたビジネスモデルの変革が必要不可欠となってきております。

このような状況から当社グループではサステナビリティに関する方針及び目標設定を次のとおり行いました。な

お、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末において当社グループが判断したものであります。

 
（１）ガバナンス

　当社グループは、2023年９月11日付でサステナビリティ推進の根幹となる「サステナビリティ基本方針」を定め

ました。当該サステナビリティ基本方針に基づき、2023年９月にマテリアリティを特定し、2024年９月以降につい

ては毎年、当該マテリアリティの目標及び実績をサステナビリティレポートとして当社グループウェブサイトへ掲

出を行っております。

　現在は、各部署で取り組みを行っておりますが、今後は、各部署での活動状況をモニタリングし全社的に検討・

推進するための枠組みの整備を検討してまいります。

 

EDINET提出書類

株式会社シルバーライフ(E33282)

有価証券報告書

 9/98



 

（２）戦略

　当社グループが特定した重要課題（マテリアリティ）、主要KPI、実績及び目標に関しては以下のとおりです。
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（３）リスク管理

　当社グループでは、気候関連について情報収集を行ったうえで、リスクの抽出を行ってまいります。特定された

リスクについては、取締役会にて報告及び評価を行ったうえ、その他対応方針を検討するとともに関連部署へ具体

的なアクションを落とし込んでいきます。

これらの活動に関しては、全体的に推進するための枠組の整備を検討してまいります。

 
（４）指標及び目標

　当社グループでは、マテリアリティの特定と取り組みの内容に関する実績の算出を行っており、目標・評価指標

（KPI）を定め、定期的なモニタリングを行っております。なお、その他の実績値等については、当社グループホー

ムページの「サステナビリティレポート2026」をご参照ください。

現時点で当社グループとしての記載が困難であるため、当社単体の数値を記載しております。

 
　「サステナビリティレポート2026」掲載リンク

https://contents.xj-storage.jp/xcontents/AS71108/600d7725/8ad0/4d06/933a/19c9f8e2a7a7/140120260907532298.pdf

 
①温室効果ガス排出量の抑制

当社グループではサステナビリティの観点を事業活動に取り込むため、主要事業であるFC加盟店に対してはEV

小型車両をレンタルし、当社グループの工場２拠点及び物流拠点に太陽光発電を導入しております。そして今後

の削減目標の参考として、GHGプロトコルに則り、排出量の算定を実施いたしました。また、弁当１個当たりの

CO2排出量及び家庭調理と比較したCO2の改善排出量について目標設定をいたしました。

・GHG排出総量                    2025年７月期：65,854tCO2　　 2026年７月期：69,264tCO2

　・弁当１個当たりのCO2の排出量の目標：2030年７月期までに弁当１個当たり1.15kgCO2

     CO2の排出量 　　　　　　　　 2025年７月期：1.27kgCO2　　 2026年７月期：1.24kgCO2

・家庭調理と比較したCO2の排出量の目標：2030年７月期までに90,000tCO2

　　　排出量改善実績               2025年７月期：60,128tCO2    2026年７月期：65,588tCO2

 
②廃棄物排出量の削減

当社グループは食材のロスが減少する真空調理法の導入や消滅型生ごみ処理機を設置し、食品残渣の減少に取

り組んでおります。今後において食品残渣の削減をさらに進めるべく目標を設定いたしました。

　・食品残渣の削減目標：2028年７月期までに廃棄率2.8％以下

　　　廃棄率実績　　　　　　　　　 2025年７月期：2.9％         2026年７月期：3.0％
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③健康に配慮した商品開発

当社グループには、2026年７月末時点において30名の管理栄養士が在籍しており、栄養バランスのよい商品開

発を行っております。その中で、健康に配慮した特別食（糖質カロリー調整食、たんぱく調整食、ムース食等）

を販売しており、今後においても後期高齢者層の増加に伴い販売数を拡大することで高齢化社会に貢献できるよ

うに取り組みます。

 

④ダイバーシティ＆インクルージョンの推進

当社グループが安定的な成長を達成していくためには、優秀な人材確保が必要です。当社グループはFC加盟店

を指導する営業員や本部員だけではなく、製造員や管理栄養士、衛生管理者等、様々な技能を有した人材を確保

するため、新卒採用だけではなく、パート・アルバイトからの社員登用や中途採用、海外実習生の活用等によ

り、優秀な人材の獲得に取り組んでおります。なお、人材教育に関しては実践的な技術指導のほか、社外研修等

も利用して人材育成を行っております。また、多様性のある組織づくりの一環として、障がい者雇用を推進して

おります。今後も事業拡大とともに以下の活動を通じて、多様な人材を受け入れていく方針です。

 
当社グループでは、次世代育成支援対策推進法、女性活躍推進法及び障がい者雇用促進法に基づき、以下の目

標設定をしております。

　・管理職に占める女性割合の目標：2028年までに30％以上

女性管理職比率実績　　　　　2025年７月期：21.2％ 　     2026年７月期：24.2％

　・平均残業時間の目標：2028年７月期までに15時間00分以内

平均残業時間実績　　　　　　2025年７月期：16時間51分　  2026年７月期：16時間42分

・障がい者雇用率の目標：2028年７月期までに3.0％以上

雇用率実績　　　　　　　　　2025年７月期：3.3％　　　　　2026年７月期：2.4％
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⑤コーポレート・ガバナンスの強化

当社グループは、コーポレート・ガバナンスの強化を図る目的で、取締役会における構成員の1/3以上を社外取

締役としており、客観的な意見を踏まえた意思決定をすることで、会社の持続的な繁栄と成長を促すことを目的

としております。また、監査等委員会のほか、2022年７月29日付で指名・報酬委員会を設置しております。独立

社外取締役が過半数を占める指名・報酬委員会において、役員の選任及び報酬額等に関する審議を行い、当該審

議の結果を踏まえて取締役会によりその決定がなされるプロセスをとることにより、役員の選任及び報酬額等の

透明性・公正性・客観性を担保することを目的としております。

・取締役会における社外取締役比率の目標：1/3以上

　　　　社外取締役比率　　　　　　　2025年７月期：37.5％ 　     2026年７月期：42.9％

・取締役会における女性取締役比率の目標：2028年７月期までに19.0％以上

　　　　女性取締役比率　　　　　　　2025年７月期：25.0％ 　     2026年７月期：28.6％

　・指名・報酬委員会の開催回数

　　　　開催回数　　　　　　　　　　2025年７月期：５回 　     　2026年７月期：５回

　・監査等委員会の開催回数

　　　　開催回数　　　　　　　　　　2025年７月期：18回 　     　2026年７月期：18回

 
⑥コンプライアンスとリスクマネジメントの徹底

　当社グループではコンプライアンス委員会によるコンプライアンス状況の点検やeラーニングを用いた各種コン

プライアンス研修、外部に相談できる内部通報窓口も設置しております。今後も当社グループが抱えるリスクの

抽出とそれに対するアクションプランの策定を行ってまいります。なお、当該委員会では、各種法令順守状況の

チェック及び対応進捗の確認を進めております。

　・コンプライアンス・リスク委員会の開催回数の目標：４回　　　　　

　　　　開催回数　　　　　　　　　　2025年７月期：４回　　　　　　2026年７月期：４回
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３ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が提出会社の財政状態、経営成

績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要なリスクは、以下のとおり

であります。

なお、当社として必ずしも特に重要なリスクとは考えていない事項についても、投資判断のうえで、あるいは当社

グループの事業活動を理解するうえで重要と考えられる事項について、積極的な情報開示の観点から記載し「特に重

要なリスク」と「重要なリスク」に分類しております。

文中にある一部将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社グループが判断したものであり、将

来において発生可能性のある全ての事項を網羅するものではありません。

 

(特に重要なリスク)

 (1) 仕入・製造コストの変動について

当社グループの製品の原材料は、野菜、肉魚類、穀物等の食材でありますが、食材の価格は国内外の商品市況の

影響を受けるほか、輸送費の増加や為替変動の影響を受け、仕入コストが大きく変動することがあります。また、

昨今のエネルギー・原材料価格の上昇、労働人口減少に起因する人件費上昇により、製造コストについても大きく

変動することが見込まれます。

当社グループは、こうした仕入・製造コストの上昇を極力抑えるため、原材料調達先の複数確保や仕入価格の低

い代替食材によるメニューの組み換え、太陽光発電設備導入によるエネルギーコスト削減への取り組みなどの対策

を行っております。

しかしながら、想定を超える大幅な市況の変化や為替変動が生じた場合には、仕入・製造コストの高騰による製

造原価上昇により、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 
(2) 食の安全性について

近年、食品への異物混入による健康被害や食品の偽装表示あるいはウィルス感染に起因する集団食中毒の発生

等、消費者の「食の安全性」に対する業界の信頼を損なう問題が発生しております。当社グループは、食品マネジ

メントシステムに関する国際規格である「FSSC22000」(Food Safety System Certification 22000)を取得し、規格

に基づいた衛生管理、品質管理を実践することで、安全・安心な商品提供のための体制構築に努めております。

しかしながら、当社グループの内外において、生産者や流通過程等による異物混入や虚偽表示等の事故・事件が

発生した場合、顧客の食品一般に対する不信感や当社製品に対する信頼・信用の毀損等により、当社グループの業

績及び財政状態に重大な影響を及ぼす可能性があります。

 

(3) 代表取締役への依存について

当社グループの代表取締役である清水貴久氏は、経営方針や事業戦略策定をはじめ中期経営計画立案及び推進、

新規事業立案及び推進において重要かつ中心的な立場にあります。

現在、代表取締役に過度に依存しない経営体制となるよう、取締役会等における情報共有・議論の活性化が図ら

れるよう経営組織の強化を進めるとともに、任意の指名・報酬委員会を設置して、取締役会の監督強化を図ってま

いりますが、何らかの事由により代表取締役の業務継続が難しくなった場合には、当社グループの事業及び経営内

容・業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。
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(重要なリスク)

(1) 市場環境及び競合他社との競争について

当社グループの属する高齢者向け配食サービス市場は、高齢者人口の増加、社会保障費用の増加による自治体の

補助費削減による民間への依存度拡大、配食サービスの浸透等により、堅調に拡大しております。今後もさらに拡

大が見込める市場であると考えております。

当社グループは上記の市場環境を勘案して積極的な展開を図り、FC加盟店の拡大、高齢者施設等向け食材販売、

OEMによる販売や冷凍弁当のEC販売を含めた事業も展開することで製造のスケールメリットを活かし、当該市場にお

いての地位確立に努めております。

しかしながら、市場に強い影響力を有する大手企業の参入や、食品小売業等、周辺の他業界並びに同業他社等と

の競争が激化した場合には、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

(2) 法的規制について

当社グループの事業活動は、食品衛生法、中小小売商業振興法、私的独占の禁止及び公正取引確保に関する法律

(以下、「独占禁止法」という)や、各種消費者法、各種環境法令等の適用を受けております。当社グループはこれ

らの法的規制を遵守すべく、コンプライアンスの重要性についての教育を実施し、日常行動の基本的な考え方や判

断基準を定めたコンプライアンス規程に基づき行動しております。しかしながら、今後これら法的規制の強化や新

たな規制により事業活動が制限された場合、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

なお、当社グループの事業に関わる法規制のうち、特に影響が大きいと考えられるものは以下のとおりでありま

す。

 
①　食品衛生法について

当社グループは、高齢者向け配食サービス事業運営にあたって食品衛生法の規制を受けております。FC加盟店の

出店にあたっては食品衛生法に基づき、食品衛生責任者配置のもと営業許可を取得しております。また、SVの定期

的な訪問により、継続的に店舗の衛生管理体制の確認を実施しております。工場の運営にあたっても、食品衛生法

等を順守した衛生管理・品質管理等を行っております。

当社グループは今後においても食品衛生法を順守するため衛生管理に留意していく方針でありますが、万一食

中毒等が発生した場合、行政機関による営業の停止処分等や違反者の公表が行われるとともに、損害賠償等によ

り当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

②　中小小売商業振興法及び独占禁止法について

当社グループは、フランチャイズチェーンの運営に関して「中小小売商業振興法」及び「独占禁止法」の規制

を受けております。「中小小売商業振興法」においては、当社グループのフランチャイズ事業の内容や加盟契約

内容等を記載した法定開示書面の事前交付が義務付けられております。また、「独占禁止法」においては当社グ

ループがフランチャイズシステムによる営業を適切に実施する範囲を超えて、FC加盟店に対して正常な商習慣に

照らし不利益を与えること及び優越的地位の濫用を禁止しております。当社グループはこれらの法令を順守して

おりますが、法令等の改廃、新たな法令等の制定により当社の業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性がありま

す。

 

③　各種消費者法について

当社グループは、ECサイト運営を通じて、当社グループ商品を直接消費者へ販売する直販事業を展開しており、

その事業運営にあたっては、消費者契約法、特定商取引に関する法律（特定商取引法）、不当景品類及び不当表示

防止法（景品表示法）、食品表示法、健康増進法等の法的規制を受けております。

当社グループは、社外専門家との連携や役職員への法令に関する教育を実施することで、関連法令への遵守に努

めておりますが、将来的な法令の変更や新たな法令の施行等があった場合、当社グループの事業活動が制限される

可能性があります。
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④　各種環境法令について

当社グループは、工場における食品製造及び直販事業における商品販売にあたって、「食品リサイクル法」

「容器包装リサイクル法」などをはじめとする各種環境法令の規制を受けております。「食品リサイクル法」に

おいては、食品残渣の発生量の減少及び飼料・肥料等への再生利用の促進を求められております。また、「容器

包装リサイクル法」においては、提供する商品に使用する包材が同法に規定する容器包装に該当することから、

リサイクルを行う義務を負っております。

また、加須倉庫の稼働や各拠点における生産量の拡大により、「温暖化対策推進法」「省エネ法」といった法

令についても適用を受けており、必要な体制の整備が求められているところです。

事業にあたっては、生産部門と法務部門の連携を強化することにより、各種環境法令の順守に努めております

が、今後、法令等の改廃や新たな法令等の制定により、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性

があります。

 

(3) ＦＣ加盟店について

①　店舗運営・経営内容について

当社グループはFC加盟店との間でフランチャイズチェーン加盟契約を締結し、食材の供給とSV等を通じた店舗

運営指導や経営支援を行っております。しかしながら、FC加盟店は独自の経営をしており、当社グループの管理

が細部まで行き届かない可能性があります。そのため、当社グループの指導が及ばない範囲でFC加盟店等におい

て当社グループのブランドに悪影響を及ぼすような事態が発生した場合、当社グループの業績及び財政状態に影

響を及ぼす可能性があります。

また、FC加盟店は個人事業者が多く、財務基盤は必ずしも安定していないため、経済状況や市場動向、災害、

その他の事由によりFC加盟店の経営状況が悪化する事態となった場合、当社グループへの未払金の増加やFC加盟

店の撤退等により、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

②　出店政策について

当社グループの積極的なFC加盟店展開にあたり、加盟希望者が他のフランチャイズチェーンに流れたり、新規

参入やその他の要因により高齢者向け配食サービス業界の競争が激化し、当社グループのフランチャイズチェー

ンの魅力が相対的に低下したりすることなどによって、計画どおりに新規出店が確保できない場合には、当社グ

ループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

(4) 人材の確保及び育成について

当社グループが安定的な成長を達成するためには、優秀な人材の確保が必要です。当社グループは、FC加盟店の

運営を指導する営業人員だけでなく、製造人員や商品開発、システム・マーケティング分野の人材など、様々な技

能を有した人材を確保するため、新卒採用だけでなく、パート・アルバイトからの社員登用や中途採用、特定技能

制度の活用などを通じて、優秀な人材の獲得に取り組んでいます。また、人材教育に関しては、主に実践的な技術

指導を行い、社外研修も活用して人材育成を行っています。

　当社グループは今後の事業拡大に伴い、必要な人材の確保と育成に努める方針ですが、必要な人員の確保が計画

どおり進まなかった場合や、人員の流出が生じた場合、又は人材の育成が想定どおり進まなかった場合には、競争

力の低下や事業拡大の制約要因となり、当社グループの事業及び経営内容・業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。

 
(5) 自然災害及び感染症拡大等の発生について

当社グループの本社、工場・倉庫及びFC加盟店の出店地域において大規模な地震や台風、大雨などの災害が発生

し、本社、工場・倉庫及びFC加盟店が損壊したり、道路や通信網が寸断されたりすることで、店舗運営や仕入・生

産・配送が困難になった場合、一時的に営業活動が阻害される恐れや、修繕費など多額の費用が発生する可能性が

あります。

　また、当社グループの工場及び倉庫内で新型コロナウイルスやインフルエンザなどの感染症が発生した場合、一

時的に操業停止や出荷遅延などにより事業活動が阻害される可能性がありますが、それらの事態に備えて、工場の

分散化を図り、提携工場との連携を強化しています。しかしながら、そのような事態が発生した場合、当社グルー

プの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。
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(6) システムトラブルについて

当社グループは、通信ネットワークやコンピュータシステムを使用し、商品の調達や販売など多岐にわたるオペ

レーションを実施しています。システムの運用・管理には万全を期していますが、想定外の自然災害や事故などに

より設備に甚大な被害があった場合や、コンピュータウィルスの不正侵入、従業員の過誤などによるシステム障害

が発生した場合には、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

(7) 個人情報の管理について

当社グループは、高齢者向け配食サービス事業の特性として、多くの個人情報を取り扱っており、適正な取得及

び取扱者の限定、配布先の制限などの安全管理措置、社内規程に則った厳重な管理体制の整備と徹底的な周知に取

り組んでおります。しかしながら、万一、システム障害や不正流出により情報が漏洩した場合には、法令違反や損

害賠償などにより、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

(8) 風評被害について

当社グループは、SNSやインターネットの掲示板等において、当社グループや当社グループの製品・サービスに対

する不適切な書き込みが発生しないよう、監視・分析を行っております。しかしながら、当社グループや当社グ

ループの製品・サービスに関する誤った情報が発信され拡散した場合、企業や商品イメージの毀損により、当社グ

ループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。
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４ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当社グループは、当連結会計年度が連結初年度であり、また、連結子会社のみなし取得日を連結会計年度末日とし

ていることから、当連結会計年度においては、貸借対照表のみを連結しているため、連結損益計算書、連結包括利益

計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

そのため、損益及びキャッシュ・フローに関する記載につきましては、個別財務諸表に係る数値を記載していま

す。

 
(1) 経営成績等の状況の概要

当連結会計年度における当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー(以下「経営成績等」という。)の状

況の概要は次のとおりであります。

 

①　財政状態及び経営成績の状況

当連結会計年度における我が国の経済は、雇用・所得環境の改善を背景に緩やかな回復基調が続いたものの、

緊迫化する中東情勢等のリスクを背景としたエネルギー・原材料価格の高騰に加え、円安の長期化に伴う輸入コ

ストの上昇など、引き続き予断を許さない状況で推移いたしました。

当社の属する高齢者向け配食サービス市場においては、高齢者人口の増加を背景に底堅い需要が継続する一

方、物流コストの上昇や深刻な配達人材不足が顕在化しており、業界全体での効率化対応が急務となっておりま

す。

高齢者施設向け食材販売市場においては、食材費・光熱費等の高騰に加え、人材不足が施設運営の圧迫要因と

なっております。こうした中で、調理工程の簡略化やコスト削減を目的とした外部委託ニーズは一段と強まって

おり、当社の提供する食材サービスの重要性は、より高まっているものと認識しております。

冷凍弁当の販売市場においては、単身世帯の増加や健康意識の高まりを背景に市場は活性化しておりますが、

新規参入企業の増加により競争環境は引き続き激化しております。

このような状況のもと、売上面においては、FC加盟店向けにおける上半期のコメ価格の上昇や、高齢者施設向

けでの冷凍食材需要の増加、及び2025年９月の価格改定が寄与いたしました。さらに、直販・その他の冷凍弁当

における2025年10月以降の段階的な価格改定施策もあり、全体として増収を達成いたしました。

製造面においては、外部委託食材の内製化を推進したことで、労務費や製造経費が増加したものの、高齢者施

設等や直販における需要増加が奏功し、売上総利益は改善いたしました。

販売管理費については、運賃コストの上昇に伴う物流費の増加に加え、売上拡大を目的とした広告宣伝費を積

極的に投入いたしました。

また、2026年６月には東海・関西方面の配送効率の向上、物流網の強化を目的として、成田冷蔵株式会社の株

式を取得し、連結子会社化いたしました。

この結果、当事業年度の財政状態及び経営成績は以下のとおりとなりました。

 

ａ．財政状態

当連結会計年度における財政状態は、総資産は10,945,661千円となりました。負債は3,317,991千円、純資産

は7,627,669千円となりました。

 

ｂ．経営成績

当事業年度における経営成績は、売上高は16,212,562千円(前事業年度比8.7％増)、営業利益は1,034,923千

円(同21.7％増)、経常利益は1,191,586千円(同17.4％増)、当期純利益は825,681千円(同17.5％増)となりまし

た。

 

販売先別の経営成績は次のとおりであります。なお、当社は食材製造販売事業の単一セグメントであるため、

販売区分別に記載しております。
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(ＦＣ加盟店)

FC加盟店については、オンデマンド型説明会や撤退店舗の近隣オーナーへの引継ぎ強化等を行い、当連結会

計年度末の店舗数は899店舗となりました。また、原材料価格や人件費の上昇に対応するため、2025年12月に価

格改定を実施しております。

この結果、当事業年度の売上高は9,392,288千円(前事業年度比0.3％増)となりました。

 

(高齢者施設等)

高齢者施設等においては、人手不足による省力化ニーズから冷凍食材を中心とした営業活動を推進いたしま

した。また、原材料価格や人件費等の上昇に伴い、2025年９月に価格改定を行いました。同時に、より利便性

の高いご飯付き冷凍弁当の取扱いを開始いたしました。

この結果、当事業年度の売上高は2,516,497千円(前事業年度比33.2％増)となりました。

 

(直販・その他)

直販・その他においては、ECを主体とした冷凍弁当の直接販売（BtoC）において、広告宣伝の最適化やWEBプ

ロモーションによる積極的な販促活動を展開いたしました。また、製造コストの上昇に伴い、2025年10月より

段階的な価格改定を行っております。

この結果、当事業年度の売上高は4,303,776千円(前事業年度比17.3％増)となりました。

 

②　キャッシュ・フローの状況

当事業年度末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、前事業年度より79,284千円増加し、

1,678,156千円となりました。

当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果得られた資金は、1,718,867千円(前事業年度は1,519,421千円の獲得)となりました。

収入の主な内訳は、税引前当期純利益1,182,026千円、減価償却費942,267千円であり、支出の主な内訳は、

法人税等の支払額337,301千円であります。

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果使用した資金は、1,128,683千円(前事業年度は1,000,072千円の使用)となりました。

支出の主な内訳は、有形固定資産の取得による支出959,312千円、子会社株式の取得による支出116,654千円

であります。

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果使用した資金は、510,900千円(前事業年度は185,568千円の使用)となりました。

支出の主な内訳は、長期借入金の返済による支出339,396千円、配当金の支払額174,714千円であります。
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③　生産、受注及び販売の実績

ａ．生産実績

当事業年度の生産実績は、以下のとおりであります。なお、当社は食材製造販売事業の単一セグメントであ

り、販売区分ごとに製造を分けておりませんので販売区分別の記載はしておりません。

 

セグメントの名称

当連結会計年度
(自　2025年８月１日
至　2026年７月31日)

金額(千円) 前事業年度比(％)

食材製造販売事業 8,131,734 112.3

合計 8,131,734 112.3
 

(注) 金額は製造原価によっております。

 
ｂ．受注実績

当社は、概ね受注から販売までの期間が短いため、受注実績に関する記載を省略しております。

ｃ．販売実績

当事業年度における販売実績を販売区分別に示すと、以下のとおりであります。

 

販売区分の名称

当連結会計年度
(自　2025年８月１日
至　2026年７月31日)

金額(千円) 前事業年度比(％)

ＦＣ加盟店 9,392,288 100.3

高齢者施設等 2,516,497 133.2

直販・その他 4,303,776 117.3

合計 16,212,562 108.7
 

(注) １．当社は食材製造販売事業の単一セグメントであるため、販売区分別の販売実績を記載しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．主要な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合については、総販売実績の10％以上

の相手先がないため、記載を省略しております。
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(2) 経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

経営者の視点による当社の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

 

①　重要な会計方針及び見積り

当社の財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成されております。こ

の財務諸表の作成にあたって、経営者により一定の会計基準の範囲内で見積りが行われている部分があり、資

産・負債や収益・費用の数値に反映されています。これらの見積りについては、継続して評価し、必要に応じ

て見直しを行っていますが、見積りには不確実性が伴うため、実際の結果はこれらと異なることがあります。

当社の財務諸表を作成するにあたって用いた会計上の見積り及び仮定のうち、重要なものは以下のとおりで

す。

 

(貸倒引当金)

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

なお、期末日現在に保有する債権の信用リスクが、外部環境等の変化によって過去に有していた債権の信用

リスクと著しく異なる場合には、貸倒実績率を補正すること等が必要となり、貸倒引当金の金額が増減する可

能性があります。

 

(固定資産の減損処理)

減損損失は、減損の兆候が見られる資産グループについて減損損失の認識を判定し、当該資産グループから

得られる将来キャッシュ・フローが帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損

失を計上することとしています。

減損の兆候の把握、減損損失の認識及び測定にあたっては決算時点で入手可能な情報に基づき合理的に判断

していますが、経営環境の変化や地価の変動等、前提とした条件や仮定に変更が生じ回収可能価額が減少した

場合、減損処理が必要となる可能性があります。

 

(繰延税金資産)

繰延税金資産の回収可能性は、収益力に基づく一時差異等加減算前課税所得の十分性、タックス・プランニ

ングに基づく一時差異等加減算前課税所得の十分性及び将来加算一時差異の十分性に基づき、将来の税金負担

額を軽減する効果を有するかどうかにより判断しています。

当該見積り及び仮定について、外部環境の変化等により見直しが必要となった場合、繰延税金資産が減額さ

れ税金費用が計上される可能性があります。

 
(のれん)

企業結合等により発生したのれんについては、被取得企業の今後の事業展開によって期待される将来の超過

収益力として、企業結合日における当該株式の取得原価と識別可能な資産及び負債に配分された純額との差額

から算出しております。この超過収益力は、被取得企業の取得時点及び将来の事業計画を前提とした評価を基

礎としております。

将来の事業計画は市場環境の変化等による不確実性を伴うものであり、見積りの前提とした条件や仮定に変

更が生じ、被取得企業の業績が悪化した場合等には、翌連結会計年度の連結財務諸表においてのれんの金額に

影響を及ぼす可能性があります。
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②　当事業年度の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

当社の当事業年度の経営成績は次のとおりであります。

 
当連結会計年度における我が国の経済は、雇用・所得環境の改善を背景に緩やかな回復基調が続いたものの、

緊迫化する中東情勢等のリスクを背景としたエネルギー・原材料価格の高騰に加え、円安の長期化に伴う輸入コ

ストの上昇など、引き続き予断を許さない状況で推移いたしました。

当社の属する高齢者向け配食サービス市場においては、高齢者人口の増加を背景に底堅い需要が継続する一

方、物流コストの上昇や深刻な配達人材不足が顕在化しており、業界全体での効率化対応が急務となっておりま

す。

高齢者施設向け食材販売市場においては、食材費・光熱費等の高騰に加え、人材不足が施設運営の圧迫要因と

なっております。こうした中で、調理工程の簡略化やコスト削減を目的とした外部委託ニーズは一段と強まって

おり、当社の提供する食材サービスの重要性は、より高まっているものと認識しております。

冷凍弁当の販売市場においては、単身世帯の増加や健康意識の高まりを背景に市場は活性化しておりますが、

新規参入企業の増加により競争環境は引き続き激化しております。

このような状況のもと、売上面においては、FC加盟店向けにおける上半期のコメ価格の上昇や、高齢者施設向

けでの冷凍食材需要の増加、及び2025年９月の価格改定が寄与いたしました。さらに、直販・その他の冷凍弁当

における2025年10月以降の段階的な価格改定施策もあり、全体として増収を達成いたしました。

製造面においては、外部委託食材の内製化を推進したことで、労務費や製造経費が増加したものの、高齢者施

設等や直販における需要増加が奏功し、売上総利益は改善いたしました。

販売管理費については、運賃コストの上昇に伴う物流費の増加に加え、売上拡大を目的とした広告宣伝費を積

極的に投入いたしました。

また、2026年６月には東海・関西方面の配送効率の向上、物流網の強化を目的として、成田冷蔵株式会社の株

式を取得し、連結子会社化いたしました。

この結果、当事業年度の売上高は16,212,562千円(前事業年度比8.7％増)、営業利益は1,034,923千円(同　　

21.7％増)、経常利益は1,191,586千円(同17.4％増)、当期純利益は825,681千円(同17.5％増)となりました。

今後は、外部委託食材のさらなる内製化を推進し、調達コストの低減と利益率の改善を実現してまいります。

また、物流コストの高騰リスクに備え、全国におけるルート便網の整備を強化し、安定かつ効率的な配送体制を

構築することで、事業の競争力向上を目指してまいります。

 

③　当事業年度の財政状態の分析については、「(1) 経営成績等の状況の概要　①　財政状態及び経営成績の状

況　ａ．財政状態」に記載しております。

 

(3) 経営成績に重要な影響を与える要因について

当社は、「３　事業等のリスク」に記載のとおり、食品の安全性への信頼を揺るがす事故・事件の発生等、

様々なリスク要因が当社の経営成績に重要な影響を与える可能性があると認識しております。

そのため、当社は、定期的な第三者機関による品質・安全性の検査の実施等により、経営成績に重要な影響を

与えるリスク要因を分散し、リスクの発生を抑え、適切に対応していく所存であります。

 
(4) 経営戦略の現状と見通し

　当社グループの属する高齢者向け配食サービス市場は、団塊の世代が2025年に75歳に到達し、後期高齢者人口

及び一人暮らし高齢者世帯は拡大傾向にあります。

　フランチャイズを展開しているFC加盟店では、需要が継続している一方で、エネルギー・原材料価格の上昇や

慢性的な配達人材不足等により、FC加盟店の店舗数は減少傾向となっております。

　このような状況を踏まえ、外部のM&Aサイトを活用した撤退店舗の近隣オーナーへの引継ぎ強化等の施策を継続

するとともに、店舗数の拡大による成長から、１店舗あたりの売上増加による成長へと方針を転換し、事業拡大

に注力してまいります。

　高齢者施設等では、介護にあたる人材不足が一層深刻化しており、介護に従事されるスタッフの負担軽減や業

務の効率化が求められています。このような状況から、完調品である冷凍商材の需要が高まっており、冷凍商材

の営業強化を継続することで売上の拡大を見込んでいます。

　直販・その他では、EC販売（BtoC）において、当事業年度では市場全体の競争が激化している中、競合よりも

安価な価格設定を維持していることで販売数は増加し、売上は拡大傾向にあります。引き続きWEBプロモーション
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やSNSを活用した販売促進活動を行うことで売上が拡大すると予想しております。

 

(5) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

①　キャッシュ・フロー

当事業年度のキャッシュ・フローの分析については、「(1) 経営成績等の状況の概要　②　キャッシュ・フ

ローの状況」に記載しております。

 

②　財政政策

当社の運転資金需要のうち主なものは、原材料及び貯蔵品の調達や製造費、販売費及び一般管理費等の営業費

用であります。投資を目的とした資金需要は、生産設備への投資等によるものであります。当社は、事業運営上

必要な資金の流動性と資金の源泉を安定的に確保することを基本方針としております。短期運転資金は自己資金

及び金融機関からの短期借入を基本としており、設備投資等は自己資金で賄うことを基本方針としております。

なお、当事業年度末における現金及び現金同等物の残高は、1,678,156千円となっております。

 

(6) 経営者の問題認識と今後の方針について

経営者の問題認識と今後の方針につきましては、この文中に記載したほか、「１　経営方針、経営環境及び対

処すべき課題等」に記載のとおりであります。
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５ 【重要な契約等】

　(1)フランチャイズ契約

当社は、フランチャイズ加盟者との間で、「フランチャイズチェーン加盟契約書」を締結しております。契約内容

の要旨は、以下のとおりであります。

 

名称 フランチャイズチェーン加盟契約書

内容
当社がフランチャイズ本部となり、FC加盟店に対し「まごころ弁当」、「配食のふれ愛」
又は「宅食ライフ」の商標を使用し、フランチャイズ本部が開発したノウハウに基づきフ
ランチャイズ本部が指定した地域で店舗を開業、運営する権利を付与する。

契約期間 本契約の締結日から５年間

契約条件

加盟金 50万円(消費税等別)

保証金 40万円

ロイヤリティ 店舗の月間売上の５％ただし上限は10万円(消費税等別)
 

(注)　契約条件は通常プランの場合であります。ゼロプランの場合、月額３万円の会費のほかは加盟金及びロイヤリ

ティは無料となりますが、食材の卸値等が通常プランと異なります。

 
　(2)株式譲渡

当社は、2026年６月15日開催の取締役会決議に基づき、成田冷蔵株式会社との間で６月23日付で株式譲渡契約書

を締結しました。

詳細は、「第５　経理の状況　１．連結財務諸表等　注記事項（企業結合等関係）」に記載のとおりでありま

す。

 

６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当事業年度における設備の新設、改修等に伴う設備投資等の総額は1,078,823千円であります。

その主なものは、栃木工場の製造設備改善（446,932千円）、加須倉庫の改修に係る投資（247,182千円）でありま

す。

なお、当事業年度において重要な設備の除却、売却等はありません。

 

２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

当社の主要な設備は、以下のとおりであります。

2026年７月31日現在

事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額

従業員数
(人)建物

(千円)
構築物
(千円)

機械及び
装置
(千円)

土地
(千円)
(面積㎡)

リース
資産
(千円)

その他
(千円)

合計
(千円)

本社
(東京都新宿
区)

業務統括
設備

8,479 ― ― ― ― 56,560 65,039 51(2)

群馬工場
(群馬県邑楽
郡邑楽町)

食品製造
設備

441,184 41,732 213,752
9,557

(2,847.05)
546 20,899 727,672 89(91)

栃木工場
(栃木県足利
市羽刈町)

食品製造
設備

1,704,015 154,354 903,556
209,683
(8,782.47)

― 36,899 3,008,509 195(99)

寄宿舎
(群馬県邑楽
郡邑楽町)

寄宿舎 43,881 2,139 2,589
33,473

(1,417.31)
― 27 82,110 ―

第二寄宿舎
(群馬県邑楽
郡邑楽町)

寄宿舎 53,438 679 2,589 ― ― 27 56,734 ―

従業員社宅
(群馬県館林
市他)

従業員社
宅

52,177 191 ―
93,832

(3,201.67)
― 841 147,044 ―

コ ー ル セ ン
ター
(群馬県邑楽
郡千代田町)

業務統括
設備

83,487 7,713 28,869
25,229

(2,292.72)
― 50,737 196,036 10(6)

直営店
(東京都世田
谷区)

直営店 21,903 ― ―
10,600
(278.48)

2,184 2,295 36,983 3(8)

加須倉庫
(埼玉県加須
市)

物流セン
ター

503,220 44,035 536,830
287,356

(12,153.89)
― 50,798 1,422,241 51(97)

 

(注) １．帳簿価額のうち「その他」は、車両運搬具及び工具、器具及び備品であります。なお、金額には消費税等を

含めておりません。

 ２．従業員数の(　)は、臨時雇用者数を外数で記載しております。

３．当社は食材製造販売事業の単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略しております。

４．帳簿価額は減損損失計上後の金額であります。

 

(2) 国内子会社

国内子会社の設備については、重要性がないため記載を省略しております。
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

該当事項はありません。

 
(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 32,000,000

計 32,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(2026年７月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2026年10月22日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 10,934,000 10,938,000
東京証券取引所
(スタンダード市場)

単元株式数は100株でありま
す。

計 10,934,000 10,938,000 ― ―
 

(注) 2026年８月１日から2026年９月30日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が4,000株増加して

おります。提出日現在発行数には、2026年10月１日から本有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

 

決議年月日 2016年10月28日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役　４
当社従業員　43

新株予約権の数(個)　※ 265［215］(注)１

新株予約権の目的となる株式の種類、内
容及び数(株)　※

普通株式
21,200［17,200］
(注)１,５

新株予約権の行使時の払込金額
(円)　※

324(注)２,５

新株予約権の行使期間　※
自　2018年10月29日
至　2026年10月28日

新株予約権の行使により株式を
発行する場合の株式の発行価格
及び資本組入額(円)　※

発行価格　　324(注)５
資本組入額　162(注)５

新株予約権の行使の条件　※ (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項　※
新株予約権の譲渡については、
取締役会の承認を要する。

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項　※

―
 

※ 当事業年度の末日(2026年７月31日)における内容を記載しております。当事業年度の末日から提出日の前月末現

在(2026年９月30日)にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を［ ］内に記載して

おり、その他の事項については当事業年度の末日における内容から変更はありません。
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(注) １．新株予約権１個につき目的となる株式数は、80株であります。

新株予約権の割当日後、当社が株式分割(株式の無償割当てを含む。以下同じ。)又は株式併合を行う場合、

次の算式により目的である株式の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は新株予約権のうち、当該

時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数

が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率
 

また、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合又は当社が完全子会社と

なる株式交換若しくは株式移転を行い新株予約権が承継される場合、当社は、合併比率等に応じ必要と認め

る株式数の調整を行うことができるものとする。

２．新株予約権の割当日後、次の各事由が生じたときは、各算式により調整された行使価額に新株予約権１個当

たりの目的である株式の数を乗じた額とする。なお、調整後の行使価額は、１円未満の端数を切り上げる。

(1) 当社が株式分割又は株式併合を行う場合

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率
 

(2) 当社が時価を下回る価額で募集株式を発行(株式の無償割当てによる株式の発行及び自己株式を交付す

る場合を含み、新株予約権(新株予約権付社債も含む。)の行使による場合及び当社の普通株式に転換で

きる証券の転換による場合を除く。)する場合

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
募集株式発行前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数
 

ただし、算式中の既発行株式数は、株式の発行の効力発生日前日における当社の発行済株式総数から、

当該時点における当社の保有する自己株式の数を控除した数とし、自己株式の処分を行う場合、新規発

行株式数を処分する自己株式の数に読み替えるものとする。また、算式中の募集株式発行前の株価は、

当社株式に市場価格がない場合、調整前行使価額とし、当社株式に市場価格がある場合、直前の当社優

先市場における最終取引価格とする。

(3) 当社が吸収合併存続会社となる吸収合併を行う場合、当社が吸収分割承継会社となる吸収分割を行う場

合、又は当社が完全親会社となる株式交換を行う場合、その他これらの場合に準じて行使価額の調整を

必要とする場合、当社は必要と認める行使価額の調整を行う。

３．新株予約権の権利行使の条件

新株予約権者は、権利行使時において当社又は当社子会社の取締役及び従業員の地位にあることを要するも

のとする。ただし、任期満了による退任、定年退職、会社都合による退任・退職、業務上の疾病に起因する

退職、及び転籍その他正当な理由の存する場合で、取締役会が認めた場合はこの限りでない。また、新株予

約権の相続を認めないものとする。

４．会社が新株予約権を取得することができる事由及び取得の条件

(1) 当社が消滅会社となる合併契約書、当社が完全子会社となる株式交換契約書、又は当社が分割会社とな

る会社分割についての分割計画書・分割契約書について株主総会の承認(株主総会の承認を要しない会

社分割の場合は取締役会決議)がなされたとき、並びに株式移転の議案につき株主総会の決議がなされ

たときは、当社は新株予約権の全部を無償にて取得することができる。

(2) 新株予約権者が、「新株予約権の行使の条件」に定める規定に基づく新株予約権の行使の条件を満たさ

ず、新株予約権を行使できなくなった場合若しくは新株予約権者が死亡した場合は、当社はその新株予

約権を無償にて取得することができるものとする。

５．2017年３月４日付で普通株式１株につき20株、2018年５月１日付で普通株式１株につき２株、2019年10月１

日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。これにより、「新株予約権の目的となる株式

の種類、内容及び数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。

 

② 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 
③ 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2021年８月１日～
2022年７月31日

(注１)
22,400 10,792,400 1,508 725,645 1,508 715,645

2022年８月１日～
2023年７月31日

(注１)
50,400 10,842,800 4,640 730,286 4,640 720,286

2023年８月１日～
2024年７月31日

(注１)
17,600 10,860,400 1,101 731,387 1,101 721,387

2024年８月１日～
2025年７月31日

(注１)
47,200 10,907,600 4,307 735,694 4,307 725,694

2025年８月１日～
2026年７月31日

(注１)
26,400 10,934,000 2,196 737,891 2,196 727,891

 

(注)１．新株予約権(ストックオプション)の権利行使による増加であります。

２．2026年８月１日から2026年９月30日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が4,000株、資本

金及び資本準備金がそれぞれ648千円増加しております。

 
(5) 【所有者別状況】

2026年７月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

― 8 25 51 23 28 6,950 7,085 ―

所有株式数
(単元)

― 6,566 5,579 40,328 2,273 61 54,422 109,229 11,100

所有株式数
 の割合(％)

― 6.0 5.1 36.9 2.1 0.1 49.8 100.0 ―
 

(注)　自己株式424株は、「個人その他」に４単元、「単元未満株式の状況」に24株含まれております。
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(6) 【大株主の状況】

2026年７月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社近江屋 新宿区西新宿４丁目32－４ 4,000,000 36.58

清水　貴久 東京都世田谷区 1,976,800 18.08

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
(信託口)

東京都港区赤坂１丁目８番１号　赤坂イン
ターシティＡＩＲ

408,800 3.74

中村　剛 大阪府大阪市西区 273,300 2.50

株式会社日本カストディ銀行(信託口) 東京都中央区晴海１丁目８－12 214,900 1.97

大和証券株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目９番１号 204,900 1.87

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 東京都千代田区丸の内３丁目３番１号 109,100 1.00

ＢＢＨ ＬＵＸ／ＢＲＯＷＮ ＢＲＯＴＨ
ＥＲＳ ＨＡＲＲＩＭＡＮ （ＬＵＸＥＭ
ＢＯＵＲＧ） ＳＣＡ ＣＵＳＴＯＤＩＡ
Ｎ ＦＯＲ ＳＭＤ－ＡＭ ＦＵＮＤＳ －
ＤＳＢＩ ＪＡＰＡＮ ＥＱＵＩＴＹ Ｓ
ＭＡＬＬ ＣＡＰ ＡＢＳＯＬＵＴＥ Ｖ
ＡＬＵＥ
（常任代理人 株式会社三井住友銀行）

80 ＲＯＵＴＥ Ｄ’ＥＳＣＨ ＬＵＸＥＭ
ＢＯＵＲＧ ＬＵＸＥＭＢＯＵＲＧ Ｌ－
1470
（千代田区丸の内１丁目１番２号）

102,000 0.93

楽天証券株式会社共有口 東京都港区南青山２丁目６番21号 90,400 0.83

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１丁目６番１号 51,089 0.47

計 ― 7,431,289 67.97
 

(注)１．信託銀行等の信託業務に係る株式数については、当社として網羅的に把握することができないため、株主名

簿上の名義での所有株式数を記載しております。

２．2023年９月25日付で公衆の縦覧に供されている変更報告書において、みずほ証券株式会社及びその共同保有

者であるアセットマネジメントOne株式会社が2023年９月15日時点で以下の株式を所有している旨が記載され

ているものの、当社として2026年７月31日時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株

主の状況には含めておりません。

なお、当該大量保有報告書の内容は、次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
（株）

株券等保有割合
（％）

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町１丁目５番１号 44,600 0.41

アセットマネジメントOne株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目８番２号 404,100 3.73

計 ― 448,700 4.14
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2026年７月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― 　　　　　　　　― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― 　　　　　　　　― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 400
 

　　　　　　　　― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 10,922,500
 

109,225

権利内容に何ら制限のない、当
社における標準となる株式であ
ります。なお、単元株式数は
100株であります。

単元未満株式 普通株式 11,100
 

　　　　　　　　― ―

発行済株式総数 10,934,000 　　　　　　　　― ―

総株主の議決権 　　　　　　　　― 109,225 ―
 

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式24株が含まれております。

 
② 【自己株式等】

2026年７月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社シルバーライフ
東京都新宿区西新宿四丁
目32番４号

400 ― 400 0.00

計 ― 400 ― 400 0.00
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２ 【自己株式の取得等の状況】
 

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得
 

 
(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

会社法第155条第７号による普通株式の取得

区分 株式数（株） 価格の総額（千円）

当事業年度における取得自己株式 2 1

当期間における取得自己株式 ― ―
 

（注）当期間における取得自己株式には、2026年10月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式数は含まれておりません。

 
(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、株式交付、
会社分割に係る移転を行った
取得自己株式

― ― ― ―

その他(―) ― ― ― ―
     

保有自己株式数 424 ― 424 ―
 

(注) 当期間における保有自己株式数には、2026年10月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる取得自己株式は含まれておりません。

 
３ 【配当政策】

当社は、株主に対する利益還元を重要な経営課題であると認識しております。しかしながら、現状におきまして

は、未だ成長過程にあることから、内部留保を充実させ経営基盤の安定化を図るとともに、事業拡大のための投資等

によって一層の企業価値向上を図る方針であります。

財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況を勘案し、内部留保とのバランスを取りつつ、配当性向30％を

目指し中長期的に安定し、継続して配当を実施してまいります。

当社は年１回の期末配当を基本方針としておりますが、将来的な中間配当の実施に備え、会社法第454条第５項に規

定する中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。なお、これら剰余金の配当の決定機関は、期末配当

については株主総会、中間配当については取締役会であります。

当期の期末配当におきましては、上記方針に則り１株当たり18円としております。

 

決議年月日
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

2026年10月27日
定時株主総会決議（予定）

196,804 18.00
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４ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの概要】

①　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、公正で透明性の高い経営を行い、企業価値を継続的に高め企業の社会的責任を果たし、当社の全ての

ステークホルダー(利害関係者)から信頼を得ることをコーポレート・ガバナンスの基本的な考え方としておりま

す。

また、コンプライアンスの徹底を図るとともに、積極的かつ迅速な情報開示による透明性・健全性の向上と効

率経営を実現するための施策並びに組織体制の継続的な改善・強化に努めております。

 

②　企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

イ．企業統治の体制の概要

ａ．取締役会

当社の取締役会は、取締役(監査等委員であるものを除く。)３名、社内取締役である監査等委員１名及び

社外取締役である監査等委員３名で構成されております。議長は代表取締役が務めており、当社の重要な業

務執行を決定し、取締役の職務の執行を監督する機能を有しております。

取締役会は、毎月１回の定例取締役会に加え、必要に応じて臨時取締役会を開催し、迅速かつ効率的な経

営監視体制をとっております。また、取締役会の議決権を有する監査等委員が取締役会での審議に加わるこ

とで経営に対する牽制機能を発揮しております。

 
当事業年度における取締役会の開催状況及び各取締役の出席状況は以下のとおりであります。

氏名 会社における地位 開催回数 出席回数

清水　貴久 代表取締役社長 18回 18回

横田　啓 取締役副社長 18回 18回

増山　弘和 取締役 18回 18回

齋藤　玲子 取締役・監査等委員 18回 18回

橋元　秀行 社外取締役・監査等委員 18回 18回

長谷川　直哉 社外取締役・監査等委員 18回 17回

清水　光 社外取締役・監査等委員 18回 18回
 

 
取締役会におきましては、各部門の月次活動状況、予算・経営計画の策定、決算の状況、社内規程の制改

定、株主総会の招集及び付議事項、適時開示、内部統制評価、その他重要な経営戦略に関する内容について

意見交換を実施し、検討・決定を行っております。

 
※当社は、2026年10月27日開催予定の定時株主総会の議案（決議事項）として「取締役（監査等委員であるもの

を除く。）４名選任の件」及び「監査等委員である取締役３名選任の件」を提案しており、当該議案が承認可決さ

れると、当社の取締役は８名（内、社外取締役３名）となります。また、当該定時株主総会の直後に開催が予定さ

れている取締役会の決議事項として「役付取締役選定の件」、「取締役の管掌業務決定及び使用人職務委嘱の件」

及び「指名・報酬委員会の改選について」が付議される予定です。これらが承認可決された場合の取締役会の構成

員については、後記「（２）役員の状況①ロ」のとおりであり、指名・報酬委員会の委員は、社外取締役長谷川直

哉、社外取締役橋元秀行、社外取締役清水光、代表取締役社長清水貴久及び取締役増山弘和となります。

 
 
ｂ．監査等委員会

当社の監査等委員会は、社内取締役である監査等委員１名及び社外取締役である監査等委員３名で構成さ

れており、議長は社外監査等委員が務めております。
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監査等委員会では、ガバナンスのあり方とその運用状況を監視し、取締役会への出席に加え、社外監査等

委員を中心に、日常的活動を含む取締役の職務執行の監査を行っております。

監査等委員会は、毎月１回の定例監査等委員会に加え、必要に応じて臨時監査等委員会を開催し、迅速か

つ効率的な経営監視体制をとっております。

ｃ．指名・報酬委員会

当社の指名・報酬委員会は、取締役(監査等委員であるものを除く。)２名、社外取締役である監査等委員

３名で構成されており、議長は社外取締役である長谷川直哉氏が務めております。

指名・報酬委員会は、取締役の指名・報酬等に係る評価・決定プロセスの透明性・客観性及び公正性を図

り、取締役会の監督機能の強化、コーポレート・ガバナンス体制の強化・充実を図ることを目的として設置

されており、取締役会からの諮問に応じて、取締役会の構成や取締役の選任及び解任に関する事項、取締役

の報酬に関する事項など、取締役会が必要と認めた事項について審議をし、取締役会への答申を行うことと

しています。

 
当事業年度における指名・報酬委員会の開催状況及び各委員の出席状況は以下のとおりであります。

氏名 会社における地位 開催回数 出席回数

清水　貴久 代表取締役社長 5回 5回

増山　弘和 取締役 5回 5回

橋元　秀行 社外取締役・監査等委員 5回 5回

長谷川　直哉 社外取締役・監査等委員 5回 5回

清水　光 社外取締役・監査等委員 5回 5回
 

 
指名・報酬委員会におきましては、取締役の選任、取締役報酬、取締役会の実効性評価等の内容について

意見交換を実施し、取締役会への答申・決定を行っております。

 
ｄ．経営会議

経営会議は、当社の業務執行に関する情報共有を図り、代表取締役社長及び取締役会を補佐することを目

的とし、議長は代表取締役が務めております。

経営会議には、取締役はいつでも出席して意見を述べることができる体制としております。

ｅ．内部監査室

内部監査室は、代表取締役社長直轄の組織として設置しており、当社の会計監査、業務監査、システム監

査、内部統制評価、個人情報保護監査を実施しております。業務遂行上特に必要があるときは、代表取締役

社長の命により別に指名された外部の者を加えて監査を行うことができ、当社の業務全般の監査を行ってお

ります。

ロ．企業統治の体制を採用する理由

当社は、監査等委員会設置会社であります。これは、当社の会社規模等に鑑み、業務執行機能と監督・監査

機能のバランスを効率的に発揮するため、当社にとって最適な体制であると判断しているためです。なお、提

出日現在における当社の企業統治の体制の概要図は、次のとおりであります。
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③　企業統治に関するその他の事項

イ．内部統制システムの整備状況

当社取締役会において決議した業務の適正を確保するための体制(いわゆる内部統制システム)に関する基本

方針は、次のとおりであります。

ａ．当社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(1) 当社は、法令・定款及び社会規範を順守するための「企業倫理行動憲章規程」を制定し、全社に周知・

徹底する。

(2) 当社は、「コンプライアンス規程」を制定するとともに、コンプライアンス委員会を設置し、当社のコ

ンプライアンス体制の構築・維持にあたる。

(3) 当社のコンプライアンス担当者は、当社の取締役(監査等委員であるものを除く。)、監査等委員及び使

用人に対し、コンプライアンスに関する教育・研修を適宜開催し、コンプライアンス意識の維持・向上

を図る。

(4) 当社は、内部通報制度を設け、当社の使用人が、問題の早期発見・未然防止を図り、適切かつ迅速に対

応する。

(5) 当社は、「健全な会社経営のため、反社会的勢力とは決して関わりを持たず、また不当な要求には断固

としてこれを拒絶する。」ことを宣し、当社は、これに基づき、毅然とした態度で臨むものとする。

(6) 内部監査部門は、当社の法令及び定款の順守体制の有効性について監査を行い、是正や改善の必要があ

るときには、当該主管部門及び被監査部門は、速やかにその対策を講ずる。

ｂ．当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

(1) 取締役(監査等委員であるものを除く。)の職務の執行に関わる情報については、法令及び文書管理規程

等に基づき、適切に保管及び管理を行う。

(2) 取締役(監査等委員であるものを除く。)及び監査等委員は、これらの文書等を、常時閲覧できる体制と

する。

ｃ．当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(1) 当社は「リスク管理規程」を制定し、会社の事業活動において想定される各種のリスクに対応する部署

又は組織、責任者を定め、適切に評価・管理体制を構築する。

(2) 当社は、リスク管理委員会を設置し、当社の事業活動における各種リスクに対する予防・軽減体制の強

化を図る。

(3) 当社は、危機発生時には、緊急事態対応体制をとり、社内外への適切な情報伝達を含め、当該危機に対

して適切かつ迅速に対処する。

(4) 内部監査部門は、当社のリスク管理体制について監査を行い、是正や改善の必要があるときには、当該

主管部門及び被監査部門は、速やかにその対策を講ずる。

ｄ．当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1) 取締役会の意思決定機能及び業務監督機能と、各取締役(監査等委員であるものを除く。)の業務執行機
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能を分離する。

(2) 「取締役会規程」、「業務分掌規程」及び「職務権限規程」を定め、取締役(監査等委員であるものを除

く。)の職務及び権限、責任の明確化を図る。

(3) 取締役会を毎月１回定期的に開催するほか、必要に応じて臨時取締役会を開催する。

ｅ．当社における業務の適正を確保するための体制

(1) 取締役会は、当社の経営計画を決議し、経営企画部門はその進捗状況を毎月取締役会に報告する。

(2) 内部監査部門は、当社の内部監査を実施し、その結果を代表取締役社長及び監査等委員会に報告する。

ｆ．当社の監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項、当該取締役及び当該使用人の当

社の取締役(監査等委員であるものを除く。)からの独立性に関する事項並びに当該取締役及び当該使用人に

対する指示の実効性の確保に関する事項

(1) 当社は、必要に応じ監査等委員会の職務を補助する監査等委員会事務局を置き、同事務局に属する使用

人は、専ら監査等委員会の指示に従って、その職務を補助することができる。なお、監査等委員会の職

務を補助する取締役は置かない。

(2) 当社の監査等委員会は、その職務の必要に応じて、管理部門及び内部監査部門に属する使用人を、一定

期間、特定の監査のための職務を補助する者として指名することができる。(以下、(1)の使用人と合わ

せて監査職務補助者という。)

(3) 当社の取締役(監査等委員であるものを除く。)は、監査職務補助者に対して、監査等委員会の指揮命令

に従うことを指示するとともに、当該監査職務補助者がその指示を受けた職務を執行することができる

ように、その者のその他の業務につき適切な配慮をしなければならない。

(4) 監査職務補助者の解雇、配転、考課、賃金その他の報酬等の雇用条件に関する事項に関しては、当社の

取締役(監査等委員であるものを除く。)はあらかじめ監査等委員会あるいは監査等委員（社内取締役）

に相談することを要する。

(5) 当社の取締役(監査等委員であるものを除く。)は、上記(1)ないし(4)の具体的な運用の細目を監査等委

員会と協議して定め、各項目の内容と合わせて当社内に公表することを要する。

ｇ．当社の取締役(監査等委員であるものを除く。)及び使用人が監査等委員会に報告するための体制その他監

査等委員会への報告に関する体制並びに監査等委員会への報告をした者が当該報告をしたことを理由として

不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

(1) 当社の取締役(監査等委員であるものを除く。)は、当社に関する以下に例示する事項等を監査等委員会

に報告する。ただし、監査等委員（社内取締役）あるいは監査等委員会から指名を受けた監査等委員が

出席した会議等については、この報告を省略することができる。

①　経営会議で報告された重要な事項

②　業務報告会等で報告された重要な事項

③　会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項

④　内部監査に関する重要な事項

⑤　重大な法令・定款違反に関する事項

⑥　その他コンプライアンス・リスク管理上重要な事項

(2) 当社の取締役(監査等委員であるものを除く。)及び使用人は、上記(1)の③、⑤及び⑥に関する重要な事

実を発見した場合は、ａ．(2)のコンプライアンス委員会及びｃ．(2)のリスク管理委員会への報告、

ａ．(4)の内部通報制度に基づく通報、もしくは監査等委員会に直接報告できるものとする。

(3) 上記(2)に基づき報告を行った取締役(監査等委員であるものを除く。)及び使用人が、当該報告を行った

ことを理由として、不利な取扱いを受けることを禁じるものとする。

ｈ．当社の監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行につい

て生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

(1) 当社は、監査等委員がその職務の執行について、当社に対し、会社法第399条の２第４項に基づく費用の

前払等の請求をしたときは、当該請求に係る費用又は債務が当該監査等委員会の職務の執行に必要でな

いと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理する。

(2) 監査等委員会が、独自の外部専門家(弁護士・公認会計士等)を求めた場合、当社は、監査等委員会の職

務の執行に必要でないと認められた場合を除き、その費用を負担する。

ｉ．その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(1) 監査等委員会には、法令に従い、社外取締役である監査等委員を含み、公正かつ透明性を担保する。
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(2) 監査等委員会あるいは監査等委員（社内取締役）は、代表取締役と定期的に意見交換を行い、相互の意

思疎通を図る。

(3) 監査等委員会あるいは監査等委員（社内取締役）は、会計監査人及び内部監査部門と定期的に情報交換

を行い、相互の連携を図る。

(4) 監査等委員会あるいは監査等委員（社内取締役）は、監査業務に必要と判断した場合は、当社の費用負

担にて弁護士、公認会計士、その他専門家の意見を聴取することができる。

ｊ．財務報告の信頼性を確保するための体制

(1) 信頼性のある財務報告の作成及び金融商品取引法に基づく内部統制報告書の有効かつ適切な提出のた

め、「内部統制規程」を定め、内部統制が有効に機能するための体制を構築する。

(2) 財務報告における不正や誤謬が発生するリスクを管理し、業務執行の適正化を推進するとともに、財務

報告に係る社内規程等の適切な整備及び運用を行う。

(3) 財務報告に係る内部統制の仕組みが適正かつ有効に機能することを継続的に監視・評価し、不備があれ

ば、必要な改善・是正を行うとともに、関係法令との適合性を確保する。

(4) 内部監査部門は、当社の財務報告に係る内部統制について監査を行い、是正や改善の必要があるときに

は、当該主管部門及び被監査部門は、速やかにその対策を講ずる。

ｋ．反社会的勢力の排除に向けた体制

(1) 当社は、反社会的勢力・団体・個人とは一切の関わりを持たず、不当・不法な要求には応じないことを

基本方針とし、「反社会的勢力排除規程」を定め、当社の取締役(監査等委員であるものを除く。)、監

査等委員及び使用人に周知徹底する。

(2) 平素より、関係行政機関などからの情報収集に努め、事案の発生時は、関係行政機関や法律の専門家と

緊密に連携を取り、組織全体として速やかに対処できる体制を整備する。

 

ロ．リスク管理体制の整備状況

当社は、「内部統制システムに関する基本方針」に基づき、リスク管理を強化するため、「リスク管理規

程」を制定し、リスク情報を早期に把握・共有することでリスクの顕在化を未然に防止する体制の構築に努め

ております。

具体的には、リスク管理委員会を設置し、リスクの識別、分析評価及びその予防と対応策の検討、不祥事、

トラブルに対する迅速な対応及び状況の総括的把握、リスクの顕在化に対する再発防止策検討と実施指示等を

行っております。

また、法律事務所及び会計事務所等の法務・会計専門家並びに外部の専門家との相談や意見交換を通じて、

事業に係るリスクをはじめとする諸情報を得て、最善と考えられる経営判断を行うよう努めております。

 

ハ．子会社の業務の適正を確保するための体制整備の状況

当社は、当事業年度において株式を取得し子会社化したことに伴い、当社及び子会社からなる企業集団にお

ける業務の適正を確保するための体制の整備を進めております。

当該子会社の業務執行については、当社の主管部門が業績及び財務状況等を把握するとともに、経営上の重

要な事項について当社取締役会への報告又は承認を求めること等により、適切な管理を行う体制としておりま

す。

今後、子会社の管理に関する責任及び権限、当社への報告事項並びに事前承認事項等を定める「関係会社管

理規程」を制定し、子会社の業務の適正を確保するための管理体制をより一層整備してまいります。

 
ニ．コンプライアンス体制の整備状況

当社は、コンプライアンス体制については「コンプライアンス規程」を制定し、これに従い全役職員が倫

理・コンプライアンスに対する意識の向上を図るとともに、社会倫理に適合した行動と、法令の順守を実施す

ることを周知徹底しております。

コンプライアンスの徹底を図るため、取締役会直轄の組織としてコンプライアンス委員会を設置し、当社の

業務運営に関する勧告や是正等必要な処置を行うこととしております。また部門業務に関連するコンプライア

ンスの徹底を推進するため、各部門長をコンプライアンス推進責任者に任命し、各部門にコンプライアンス推

進担当者を設置しております。
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ホ．取締役の定数

当社の取締役(監査等委員であるものを除く。)の定数は８名以内、監査等委員の定数は６名以内とする旨を

定款に定めております。

 

ヘ．取締役選任の決議要件

取締役の選任決議に関しては、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び選任決議は、累積投票によらない旨を定款に定めておりま

す。

 

ト．株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とし、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要

件について、議決権を行使できる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２

以上をもってこれを行う旨を定款に定めております。

 

チ．責任限定契約の内容の概要

当社と監査等委員は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する

契約を締結しております。当該責任限定契約に基づく責任限定が認められるのは、当該監査等委員が責任の原

因となった職務の遂行において善意かつ重大な過失がないときに限られます。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額としております。

 

リ．役員等賠償責任保険契約の内容の概要等

当社は、保険会社との間で、当社の取締役(当事業年度中に在任していたものを含む。)を被保険者とする、

会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、保険料は全額当社が負担してお

ります。

当該保険契約の内容の概要は、被保険者である対象役員が、その職務の執行に関し責任を負うこと又は当該

責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約により填補するものであ

り、１年毎に契約更新しております。

なお、当該保険契約では、贈収賄などの犯罪行為や意図的に違法行為を行った役員自身の損害等は補償対象

外としており、また、填補する額について限度額を設けることにより、当該役員の職務の執行の適正性が損な

われないようにするための措置を講じております。次回更新時には同内容での更新を予定しております。

 

ヌ．取締役会で決議することができる株主総会決議事項

ａ．中間配当

当社は、会社法第454条第５項の定めにより、取締役会の決議によって毎年１月31日を基準日として、中間

配当を行うことができる旨を定款に定めております。これは、株主への機動的な利益還元を可能にするため

であります。

ｂ．取締役及び監査役の責任免除

当社は、会社法第426条第１項の定めにより、取締役会の決議をもって、同法第423条第１項の行為に関す

る取締役(取締役であった者を含む。)の損害賠償責任を法令の限度において免除することができる旨を定款

に定めております。これは、取締役が期待される役割を十分に発揮することができる環境整備のためであり

ます。また、当社は、2018年10月29日開催の第11回定時株主総会終結前の行為に関する同法第423条第１項所

定の監査役(監査役であった者を含む。)の損害賠償責任を法令の限度において、取締役会の決議によって免

除することができる旨を定款に定めております。

ｃ．自己株式の取得

当社は、会社法第165条第２項の定めにより、取締役会の決議によって市場取引等により自己株式を取得す

ることができる旨を定款に定めております。これは、経営環境の変化に応じた機動的な資本政策の実行を可

能にするためであります。
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(2) 【役員の状況】

①　役員一覧

　イ．2026年10月22日（有価証券報告書提出日）現在の当社の役員の状況

　　男性5名　女性2名　(役員のうち女性の比率　28.6％)

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

代表取締役社長兼

 営業部長
清水　貴久 1974年７月31日生

1998年４月 警視庁入庁

1999年９月 株式会社ベンチャーリンク入社

2002年２月 有限会社マーケット・イン設立

代表取締役

2009年９月 当社入社　FC開発部長

2012年９月 当社代表取締役社長（現任）

2025年10月 当社取締役営業部長（現任）

(注)２
5,976,800

(注)５

取締役副社長兼

生産部長
横田　啓 1986年４月21日生

2013年４月 当社入社

2020年12月 当社生産部長

2021年10月 当社取締役生産部長(現任)

2024年10月 当社取締役副社長（現任）

(注)２ 17,600

取締役兼

管理部長
増山　弘和 1969年６月25日生

1990年４月 天馬株式会社入社

2002年９月 日東工業株式会社(現シンジーテック

株式会社)入社

2004年９月 日本電産コパル株式会社（現ニデッ

クプレシジョン株式会社）入社

2006年９月 野村貿易株式会社入社

2018年７月 当社入社

2020年９月 当社管理部長

2020年10月 当社取締役管理部長(現任)

(注)２ 800

取締役

(監査等委員)

齋藤　玲子

（現姓：須田）
1970年６月15日生

1992年４月 第百生命保険相互会社(現マニュライ

フ生命保険株式会社)入社

2002年８月 アライドテレシス株式会社（現アラ

イドテレシスホールディングス株式

会社）入社

2005年10月 ブックオフコーポレーション株式会

社（現ブックオフグループホール

ディングス株式会社）入社

2007年６月 同社コーポレートコミュニケーショ

ン室長

2017年７月 当社入社

2018年４月 当社管理部次長兼経営企画課長

2022年10月 当社取締役(常勤監査等委員)

2024年10月 当社取締役（監査等委員）（現任）

(注)４ 1,000
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役

(監査等委員)
橋元　秀行 1964年１月25日生

1991年10月 中央新光監査法人入所

1995年４月 公認会計士登録

2000年１月 橋元公認会計士事務所開設　所長(現

任)

2000年４月 税理士登録

2007年５月 東陽監査法人入所

2014年６月 東陽監査法人代表社員

2015年６月 新電元工業株式会社社外取締役

2019年10月 当社社外取締役(監査等委員)(現任)

2020年８月 東陽監査法人シニアパートナー

2024年３月 エレファンテック株式会社非常勤監

査役(現任)

(注)３ ―

取締役

(監査等委員)
長谷川　直哉 1958年11月７日生

1982年４月 安田火災海上保険株式会社（現損害

保険ジャパン株式会社）入社

2006年４月 国立大学法人山梨大学大学院持続可

能社会形成専攻准教授

2007年４月 法政大学大学院環境マネジメント研

究科兼任講師

2008年４月 中央大学大学院国際会計研究科兼任

講師、芝浦工業大学大学院工学マネ

ジメント研究科兼任講師

2011年４月 法政大学人間環境学部人間環境学科

教授（現任）

2013年９月 山梨県立大学国際関係学部兼任講師

2020年２月 株式会社パネイル顧問

2020年４月 サッポロホールディングス株式会社

サスティナビリティ・シニアアドバ

イザー

2021年３月 岡部株式会社社外取締役（現任）

2021年６月 日産東京販売ホールディングス株式

会社社外取締役（現任）

2022年４月 日経広告研究所客員研究員（現任）

2022年10月 当社社外取締役(監査等委員)(現任)

2025年４月 株式会社レゾナック・ホールディン

グス　サステナビリティアドバイ

ザー（現任）

(注)４ ―

取締役

(監査等委員)

清水　光

（現姓：田村）
1976年12月12日生

2003年４月 最高裁判所司法研修所入所

2004年10月 札幌地方裁判所判事補任官

2009年７月 米国ジョージワシントン大学客員研

究員として派遣

2014年10月 新潟地方裁判所判事任官

2016年４月 清水法律事務所入所

2016年６月 清水法律事務所弁護士（現任）

2017年５月 学校法人東京家政学院評議員

2020年12月 独立行政法人日本学術振興会協力会

監事（現任）

2021年５月 公益財団法人日本野球連盟理事・コ

ンプライアンス委員会委員長（現

任）

2021年９月 清水法律事務所弁理士（現任）

2023年５月 学校法人藤村学園理事（現任）

2024年４月 東京弁護士会業務改革委員会副委員

長（現任）

2024年６月 公益財団法人日本ソフトボール協会

理事（現任）

2024年10月 当社社外取締役(監査等委員)(現任)

2026年４月 学校法人東京家政学院大学客員教授

（現任）

(注)４ ―

計 5,996,200
 

(注) １．橋元秀行氏、長谷川直哉氏及び清水光氏は、監査等委員である社外取締役であります。また橋元秀行氏、長

谷川直哉氏及び清水光氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、独立役員と

して届け出ております。

２．2025年10月28日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

３．2025年10月28日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

４．2024年10月29日開催の定時株主総会の終結の時から２年間
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５．清水貴久氏の所有株式数は、同氏の資産管理会社である株式会社近江屋が所有する株式数(4,000,000株)を

含んでおります。

 

ロ．2026年10月27日開催予定の定時株主総会の議案（決議事項）として「取締役（監査等委員であるものを除

く。）４名選任の件」及び「監査等委員である取締役３名選任の件」を提案しており、当該議案が承認可決

されると、当社役員の状況は以下のとおりとなる予定です。

なお、当該定時株主総会直後に開催が予定されている取締役会及び監査等委員の決議事項の内容（役職等）

も含めて記載しております。

男性7名　女性1名　(役員のうち女性の比率　12.5％)

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

代表取締役社長 清水　貴久 1974年７月31日生

1998年４月 警視庁入庁

1999年９月 株式会社ベンチャーリンク入社

2002年２月 有限会社マーケット・イン設立

代表取締役

2009年９月 当社入社　FC開発部長

2012年９月 当社代表取締役社長（現任）

(注)２
5,976,800

(注)５

取締役副社長兼

生産部長
横田　啓 1986年４月21日生

2013年４月 当社入社

2020年12月 当社生産部長

2021年10月 当社取締役生産部長(現任)

2024年10月 当社取締役副社長（現任）

(注)２ 17,600

取締役兼

管理部長
増山　弘和 1969年６月25日生

1990年４月 天馬株式会社入社

2002年９月 日東工業株式会社(現シンジーテック

株式会社)入社

2004年９月 日本電産コパル株式会社（現ニデッ

クプレシジョン株式会社）入社

2006年９月 野村貿易株式会社入社

2018年７月 当社入社

2020年９月 当社管理部長

2020年10月 当社取締役管理部長(現任)

(注)２ 800

取締役兼

営業部長
中島　崚 1994年６月９日生

2017年４月 当社入社

2025年７月 当社営業部部長代理（現任）
(注)２ 800

取締役

(常勤監査等委員)
深澤　岳司 1983年９月19日生

2010年11月 有限会社秀優入社

2015年12月 当社入社

2023年７月 当社内部監査室

2025年７月 当社営業部スーパーバイザー(現任)

(注)３ 800
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役

(監査等委員)
橋元　秀行 1964年１月25日生

1991年10月 中央新光監査法人入所

1995年４月 公認会計士登録

2000年１月 橋元公認会計士事務所開設　所長(現

任)

2000年４月 税理士登録

2007年５月 東陽監査法人入所

2014年６月 東陽監査法人代表社員

2015年６月 新電元工業株式会社社外取締役

2019年10月 当社社外取締役(監査等委員)(現任)

2020年８月 東陽監査法人シニアパートナー

2024年３月 エレファンテック株式会社非常勤監

査役(現任)

(注)４ ―

取締役

(監査等委員)
長谷川　直哉 1958年11月７日生

1982年４月 安田火災海上保険株式会社（現損害

保険ジャパン株式会社）入社

2006年４月 国立大学法人山梨大学大学院持続可

能社会形成専攻准教授

2007年４月 法政大学大学院環境マネジメント研

究科兼任講師

2008年４月 中央大学大学院国際会計研究科兼任

講師、芝浦工業大学大学院工学マネ

ジメント研究科兼任講師

2011年４月 法政大学人間環境学部人間環境学科

教授（現任）

2013年９月 山梨県立大学国際関係学部兼任講師

2020年２月 株式会社パネイル顧問

2020年４月 サッポロホールディングス株式会社

サスティナビリティ・シニアアドバ

イザー

2021年３月 岡部株式会社社外取締役（現任）

2021年６月 日産東京販売ホールディングス株式

会社社外取締役（現任）

2022年４月 日経広告研究所客員研究員（現任）

2022年10月 当社社外取締役(監査等委員)(現任)

2025年４月 株式会社レゾナック・ホールディン

グス　サステナビリティアドバイ

ザー（現任）

(注)３ ―

取締役

(監査等委員)

清水　光

（現姓：田村）
1976年12月12日生

2003年４月 最高裁判所司法研修所入所

2004年10月 札幌地方裁判所判事補任官

2009年７月 米国ジョージワシントン大学客員研

究員として派遣

2014年10月 新潟地方裁判所判事任官

2016年４月 清水法律事務所入所

2016年６月 清水法律事務所弁護士（現任）

2017年５月 学校法人東京家政学院評議員

2020年12月 独立行政法人日本学術振興会協力会

監事（現任）

2021年５月 公益財団法人日本野球連盟理事・コ

ンプライアンス委員会委員長（現

任）

2021年９月 清水法律事務所弁理士（現任）

2023年５月 学校法人藤村学園理事（現任）

2024年４月 東京弁護士会業務改革委員会副委員

長（現任）

2024年６月 公益財団法人日本ソフトボール協会

理事（現任）

2024年10月 当社社外取締役(監査等委員)(現任)

2026年４月 学校法人東京家政学院大学客員教授

（現任）

(注)３ ―

計 5,996,800
 

(注) １．橋元秀行氏、長谷川直哉氏及び清水光氏は、監査等委員である社外取締役であります。また橋元秀行氏、長

谷川直哉氏及び清水光氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、独立役員と

して届け出ております。

２．2026年10月27日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

３．2026年10月27日開催の定時株主総会の終結の時から２年間
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４．2025年10月28日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

５．清水貴久氏の所有株式数は、同氏の資産管理会社である株式会社近江屋が所有する株式数(4,000,000株)を

含んでおります。

 
②　社外役員の状況

当社の社外取締役は３名で、当社との間には特別な利害関係はありません。

社外取締役の橋元秀行氏は、公認会計士及び税理士として財務・会計に関する相当程度の知見及び企業経営に

関する十分な見識を有しており、当社のさらなる経営基盤の強化と企業価値の向上を目指すにあたり、それらを

当社の監査、監督に反映していただいております。

社外取締役の長谷川直哉氏は、大学教授として、サステナビリティやコーポレート・ガバナンスといった分野

に精通し、高い見識・専門性を有しております。当社のさらなる経営基盤の強化と企業価値の向上を目指すにあ

たり、それらを当社の監査、監督に反映していただいております。

社外取締役の清水光氏は、長年裁判官及び弁護士としての職歴を通じ、法務・コンプライアンスに関する豊富

な経験と高い見識・専門性を有しており、当社のさらなる経営基盤の強化と企業価値の向上を目指すにあたり、

それらを当社の監査、監督に反映していただいております。

社外取締役は、業務執行の妥当性、適法性を客観的に評価是正する機能を有しており、企業経営の透明性を高

めるために重要な役割を担っております。また、取締役会等の重要な会議体に出席し、豊富な経験と幅広い知見

から取締役会等の意思決定における適正性を確保するため、経営陣から独立した中立的な立場で助言・提言を

行っております。

なお、当社は社外取締役の独立性に関する基準や方針について明確な定めを行っていませんが、株式会社東京

証券取引所が定める独立役員の独立性基準を参考に、一般株主と利益相反が生じるおそれのない社外取締役を選

任することを基本方針としております。

 
③　社外取締役による監督又は監査と内部監査、監査等委員会による監査及び会計監査との相互連携並びに内部統

制部門との関係

監査等委員である社外取締役は、取締役会などの重要な会議に出席し、社外で得られる知見や見識及び専門的

な知識を活用し、継続的な監査を行っております。

監査等委員、会計監査人、内部監査室は必要に応じて情報共有・意見交換を実施し、適時会計監査人の往査に

立会うなど、組織的な監査を行っております。

 
 
(3) 【監査の状況】

①　監査等委員会監査の状況

イ．組織構成・人員

有価証券報告書提出日現在、当社の監査等委員会は、社内取締役である監査等委員１名と社外取締役である

監査等委員３名の合計４名で構成されております。当社が社内取締役である監査等委員を設置する理由は、役

職員と日ごろからコミュニケーションを図り経営に関する情報を入手して社外監査等委員と情報を共有するこ

と、監査等委員会の開催における会議運営の全般を行い、監査等委員会での活発な意見交換を促すためです。

当社の社外監査等委員は、会社と特別な利害関係をもたない独立した立場で、それぞれの得意な分野や知見

を活かした監査を行っております。橋元秀行監査等委員は公認会計士及び税理士の資格を有し、財務・会計に

関する相当程度の知識及び企業監査に関する長年の経験と高い見識を有しております。長谷川直哉監査等委員

は大学教授として、サステナビリティやコーポレート・ガバナンスの分野に精通しており、それらについて高

い見識と専門性を有しております。清水光監査等委員は弁護士であり、法務・コンプライアンスに関する豊富

な経験と高い見識・専門性を有しております。

なお、当社は、2026年10月27日開催予定の定時株主総会議案（決議事項）として、「監査等委員である取締

役３名選任の件」を提案しており、当該議案が承認可決されますと、監査等委員会は引き続き４名の監査等委

員（内、３名は社外取締役）で構成されることとなります。

 
ロ．監査等委員会の開催頻度及び監査等委員の出席状況

監査等委員会は原則として取締役会が開催される日に、取締役会の前に開催されるほか、適宜臨時監査等委

員会が開催されます。開催日は、監査等委員全員が参加することを前提に、監査年度開始の最初の監査等委員
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会で年間計画が立てられます。第19期(2025年８月１日～2026年７月31日)の監査等委員会は18回開催され、各

監査等委員の出席状況は次のとおりです。

氏　名 開催回数 出席回数(出席率)

橋元　秀行(社外監査等委員) 18回 18回(100％)

齋藤　玲子(監査等委員) 18回 18回(100％)

長谷川　直哉(社外監査等委員) 18回 17回(94％)

清水　光(社外監査等委員) 18回 18回(100％)
 

 
監査等委員会には、原則として管理部長が参加して、当日開催される取締役会の議題について事前説明を行

い、監査等委員の議題についての理解を深めるとともに、議題に関係ない事項についても適宜監査等委員会と

管理部長が意見交換を行うなど、情報共有を図っております。

毎月15日前後に開催される定例監査等委員会には内部監査室長が参加し、前月に実施した内部監査の報告を

行うとともに、案件についての意見交換を行い、内部監査室との連携を図っております。

また、必要に応じコーポレート・ガバナンスやコンプライアンス関連、開示書類等の案件について、担当役

員及び担当者を招聘し、監査等委員との意見交換を行います。

 
ハ．監査等委員の活動状況及び主な検討事項

監査年度開始の最初の監査等委員会で、年間の監査計画、重点監査項目、各監査等委員の監査分担等を決

め、コーポレート・ガバナンス全般について全拠点をカバーする計画的な監査を行っております。

監査等委員の主な活動は次のとおりです。

・重要会議(取締役会、指名・報酬委員会、コンプライアンス委員会、リスク管理委員会)への出席、意見の

表明、必要な提言

・代表取締役及び業務執行取締役へのヒアリング、意見交換

・重要な決裁書類の閲覧(稟議書、取締役会議事録、経営会議の各報告書等)

・会計監査人との連携(監査報告会への参加と意見交換会)

・内部監査室との連携(監査等委員会での内部監査報告)

・三様監査の実施(年４回の監査法人との会合は、原則として内部監査室を含めた三様監査)

・内部統制システムの有効性監査

・サステナビリティ情報開示への助言

・開示資料(法定開示、適時開示等)の確認

・事故が起こった場合や内部通報に関する調査委員会等への参加

第19期の主な検討項目は次のとおりです。

・取締役会の実効性の確認

・任意の指名・報酬委員会で議論する内容の確認

・決算書類の確認

・重要な設備投資の妥当性、適正性の検討及び進捗状況の確認

・関連当事者取引の妥当性、適正性の検討及び進捗状況の確認

・会計監査の妥当性

・会計監査人の相当性、監査報酬の適正性の検討

・コーポレート・ガバナンスの課題及びコンプライアンスの状況についての検討
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②　内部監査の状況

イ．組織・人員

内部監査に関しては、代表取締役社長直轄の組織として内部監査室（内部監査担当者１名）を設置しており

ます。その活動内容については、取締役会及び監査等委員会へ報告しております。

ロ．活動

「内部監査規程」に基づき、当社各部門の内部監査を実施することで、業務の適正性・適法性の確認を行っ

ております。当事業年度においては、全部門に対して「業務執行の適正性・適法性」「内部統制の有効性」を

目的に、内部監査を実施し、取締役会及び監査等委員会へ報告を行っております。

また、財務報告に係る内部統制についても、内部監査室が評価を実施しており、一般に公正妥当と認められ

る財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠しております。財務報告に係る内部統制の評価の範囲は、財務

報告全体に重要な影響を及ぼす内部統制（全社的な内部統制）の評価を行ったうえで、評価対象とする業務プ

ロセスを選定しており、選定された業務プロセスの分析及び評価に際しては、会計監査人へ随時監査結果及び

改善内容の報告を行い、その結果について、随時監査等委員会への共有を行っております。

 
 
③　会計監査の状況

イ．監査法人の名称

太陽有限責任監査法人

 
ロ．継続監査期間

12年間

 
ハ．業務を執行した公認会計士

指定有限責任社員　業務執行社員　公認会計士　髙橋　康之

指定有限責任社員　業務執行社員　公認会計士　内野　福道

 
ニ．監査業務における補助者の構成

公認会計士８名

その他の補助者15名

 
ホ．監査法人の選定方針と理由

当社は、監査法人の選定方針は特に定めておりませんが、品質管理体制、独立性、専門性、監査費用及び実

績を総合的に勘案し、検討した結果、適任と判断したためであります。なお、監査等委員会は、会計監査人が

会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると判断した場合、監査等委員の全員の同意に基づき、会計監

査人を解任すること、会計監査人が職務を適切に遂行することが困難と判断した場合、会社法第399条の２第３

項第２号に基づき、会計監査人の解任又は不再任に関して株主総会に提出する議案の内容を決定することを定

めております。

 
ヘ．監査等委員及び監査等委員会による監査法人の評価

当社の監査等委員会は、会計監査人の品質管理体制、独立性の確保、不正リスク対策、経営者及び監査等委

員とのコミュニケーション等の職務の適正を確保する体制において、特段の問題は見つからず、会計監査人と

して適正であると評価しております。
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④　監査報酬の内容等

イ．監査公認会計士等に対する報酬の内容

提出会社

 

前事業年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

17,900 ―
 

 

区分

当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

提出会社 19,500 ―

連結子会社 ― ―

計 19,500 ―
 

 
ロ．監査公認会計士等と同一のネットワークに対する報酬(イ．を除く)

(前事業年度)

該当事項はありません。

(当連結会計年度)

該当事項はありません。

 
ハ．その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

(前事業年度)

該当事項はありません。

(当連結会計年度)

該当事項はありません。

 
ニ．監査報酬の決定方針

当社は、監査報酬の決定方針を定めておりませんが、監査等委員会の同意に基づき、規模・特性・監査日数

等を勘案したうえで決定しております。

 
ホ．監査等委員会が会計監査人の報酬等に同意した理由

当社の監査等委員会で社内規程に基づき審議した結果、監査報酬の水準は適切と判断したためであります。

 

(4) 【役員の報酬等】

①　取締役報酬等の内容の決定に関する方針等

当社は、2022年７月29日付で、取締役会の諮問機関として任意の指名・報酬委員会を設置することを決議し、

同年８月15日開催の取締役会において、取締役(監査等委員を除く。)の個人別の報酬等の決定方針を決議してお

ります。

また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定方法及び決定さ

れた報酬等の内容が当該決定方針と整合していることや、当該決定方針に沿うものであると判断しております。

 
決定方針の内容は次のとおりです。

イ．取締役報酬の基本方針並びに構成割合

当社の取締役報酬は、経営目標を達成し持続的な成長を支える経営者としての原動力となるものであり、か

つ報酬の決定プロセスが客観性、透明性の高いものであることを基本方針とする。原則として取締役報酬は確

定額報酬のみで構成し(100％)、業績連動報酬及び非金銭報酬を採用する場合は、法令による定め、別途定める

「役員規程」、その他関連規程に基づき決定する。
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ロ．取締役報酬の算定方法

2018年10月29日開催の第11回定時株主総会において決議された上限額以内で、取締役の個別の業務執行状況

と前期の会社目標達成状況、将来期待される役割等を勘案して指名・報酬委員会により原案が策定される。取

締役の個別の報酬の詳細な算定方法は、別途定める取締役評価基準、その他関連規程に基づき算定される。

ハ．報酬等の付与時期・条件の決定に関する方針

最終的に決定された取締役報酬が確定額報酬のみである場合、当該報酬額を12分割したものを、毎月所定日

に支給する。

その他支給に関する条件については、就任時に締結する委任契約及び当社の「役員規程」その他関連規程に

定めるとおりとする。

ニ．報酬等の決定に係る委任に関する事項

ａ．委任を受ける者

指名・報酬委員会

ｂ．委任する権限の内容

策定された原案をもとに、社外取締役が過半数を占める指名・報酬委員会で各取締役の報酬案の妥当性が

審議され、最終的に決定される。

ｃ．権限の適切な行使のための措置

社外取締役が過半数を占める指名・報酬委員会において審議、決定されることで、手続きに公正性、客観

性、透明性が確保されております。

 
なお、当事業年度の役員報酬については、指名・報酬委員会にて以下のとおり審議を実施いたしました。

2025年９月16日　取締役報酬に関する審議

・報酬案に基づき、その策定根拠の詳細な検討がなされ各取締役の報酬案について、適正であるとの結論に

到達

2025年10月28日　取締役報酬に関する審議

・選任された各取締役の報酬案について、適正であるとの結論に到達

 
なお、当社は、2026年８月14日開催の取締役会において、当該方針の一部を変更することを決議しておりま

す。当該決議に際しては、あらかじめ変更内容について指名・報酬委員会に諮問し、その答申を受けておりま

す。

主な変更内容は、次のとおりです。

イ．取締役報酬の基本方針並びに構成割合

取締役報酬は原則として確定報酬で構成されるが、指名・報酬委員会が承認する「報酬上限ガイドライン」

の範囲内において、個別事情に応じた合理的な報酬額を設定することができる。

ロ．報酬上限ガイドライン

取締役（監査等委員を除く。）の報酬は、確定額報酬を原則とし、指名・報酬委員会が承認する報酬上限ガ

イドラインの範囲内において、役位ごとの職責、職務内容その他の事情を勘案し、合理的な報酬額を設定する

ことができる。

ハ．会社成長連動条項

会社業績・利益水準が、売上高・経常利益について２期連続で予算比105％以上を達成する等、あらかじめ定

める発動基準を満たして向上した場合には、指名・報酬委員会の審議を経て取締役会に答申し、取締役会の決

議をもって、ロの報酬上限ガイドラインを含む報酬水準を相応に引き上げることができることとしている。

なお、現行の報酬上限ガイドラインに基づく報酬総額は、2018年10月29日開催の第11回定時株主総会で決議

いただいた報酬限度額（取締役（監査等委員を除く。）年額200百万円以内、監査等委員　年額50百万円以内）

の範囲内であり、本条項による将来の引上げについても、当該限度額を超える場合には別途株主総会の決議を

経るものとしている。
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②　役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

 

役員区分
報酬等の総額
(千円)

報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる
役員の員数
(人)固定報酬 業績連動報酬 退職慰労金

取締役(監査等委員
及び社外取締役を除く。)

48,799 48,799 ― ― 4

取締役(監査等委員)
(社外取締役を除く。)

4,500 4,500 ― ― 1

社外役員 12,500 12,500 ― ― 3
 

(注) １．取締役(監査等委員を除く)の報酬限度額は、2018年10月29日開催の第11回定時株主総会において、年額200

百万円以内(うち、社外取締役分は年額30百万円以内)と決議いただいております。当該株主総会終結時点に

おける取締役(監査等委員を除く)の員数は、４名(うち社外取締役は０名)です。

２．取締役(監査等委員)の報酬限度額は、2018年10月29日開催の第11回定時株主総会において、年額50百万円以

内と決議いただいております。当該株主総会終結時点における取締役(監査等委員)の員数は、５名(うち社

外取締役は４名)です。

 
③　役員ごとの報酬等の総額等

報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

 
④　使用人兼務役員の使用人分給与のうち重要なもの

該当事項はありません。

 
(5) 【株式の保有状況】

該当事項はありません。
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５ 【従業員の状況等】

(1) 【人材戦略に関する基本方針等】

①　人材戦略に関する基本方針

当社グループは、「食の観点から誰もが安心して歳を重ねていける社会を作ります」という経営理念の実現に

向け、人材を企業価値向上の源泉となる重要な資本と位置付けています。

高齢化が進展する社会において、当社グループが提供する配食サービスの品質向上と持続的な成長を実現する

ためには、多様な知識・経験・価値観を有する人材の確保・育成が不可欠であると考えています。

FC加盟店支援、商品開発、製造、物流、品質管理など、各分野において専門性を有する人材の育成を進めると

ともに、従業員一人ひとりが能力を最大限発揮できる環境整備に取り組んでいます。

また、人材確保及び定着率向上の観点から、従業員の経済的負担軽減を目的とした奨学金返還支援制度を導入

しております。若手人材が将来への不安を軽減しながら安心して働くことができる環境を整備することで、従業

員エンゲージメントの向上と長期的なキャリア形成を支援しています。

さらに、多様な人材が活躍できる組織づくりを推進するとともに、働きやすい職場環境の整備やコミュニケー

ションの活性化を通じて、従業員一人ひとりの成長と組織全体の成長を両立させる企業風土の醸成に努めていま

す。

今後も人的資本への投資を継続し、人材の成長と挑戦を支える各種施策の充実を図ることで、事業の持続的な

成長と企業価値の向上を実現してまいります。

 
②　従業員給与等の決定方針

当社グループは、従業員一人ひとりが担う役割や責任、成果、専門性及び会社への貢献度を適切に評価し、公

正かつ納得性のある処遇を実現することを基本方針としております。

給与等の決定に当たっては、年齢や勤続年数のみにとらわれることなく、職務内容、役割、責任の大きさ、個

人の業績、評価結果、専門性、付加価値等を総合的に勘案しております。また、同業他社及び関連業界における

給与水準も参考にし、外部環境とのバランスにも配慮しながら、適正な処遇の実現に努めております。

 
(2) 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

2026年７月31日現在

従業員数(人)

402
(306)

 

(注) １．当連結会計年度より企業集団の使用人の状況を記載しているため、前連結会計年度との比較は行っておりま

せん。

２．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマーを含み、人材会社からの派遣社員は除く。）は

年間の平均人員を(　)外数で記載しております。

 
(2) 提出会社の状況

2026年７月31日現在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)
平均年間給与の対前
事業年度増減率(％)

399(303) 35.4 3.7 4,743 2.5
 

(注) １．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマーを含み、人材会社からの派遣社員は除く。）は

年間の平均人員を(　)外数で記載しております。

 ２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

 ３．従業員数及び平均年間給与には、外国人労働者179名を含んでおります。

４．当社は食材製造販売事業の単一セグメントであるため、セグメント別の従業員数の記載はしておりません。

５．前事業年度に比べ従業員数が63名増加しております。主な理由は、業容の拡大に伴い期中採用が増加したこ

とによるものです。
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(3) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であり、特記すべき事項はありません。

 
(4) 管理職に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休業取得率及び労働者の男女の賃金の差異

提出会社

当事業年度

補足説明
管理職に占める
女性労働者の割合

(％)
(注)１

男性労働者の
育児休業取得率

(％)
(注)２

労働者の男女の賃金の差異(％)(注)１

全労働者
正規雇用
労働者

パート・
有期労働者

24.2 100.0 81.1 104.7 81.8 ―

 

(注) １．「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）の規定に基づき算出したも

のであります。

 ２．「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成３年法律第76号）の

規定に基づき、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律施行規則」

（平成３年労働省令第25号）第71条の６第１号における育児休業等の取得割合を算出したものでありま

す。

 

連結子会社

連結子会社は、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」(平成27年法律第64号）及び「育児休業、介

護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」(平成３年法律第76号）の規定による公表義務の対象

ではないため、記載を省略しております。
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第５ 【経理の状況】

 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(1976年大蔵省令第28号)に基

づいて作成しております。

　なお、当連結会計年度は連結財務諸表の作成初年度であり、また、当連結会計年度末より連結財務諸表の作成が

必要となったことから、当連結会計年度においては貸借対照表のみを連結しております。そのため、連結損益計算

書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

 

 
(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(1963年大蔵省令第59号)に基づいて

作成しております。

　なお、当社は連結財務諸表を作成しておりますが、上記(1)に記載のとおり、連結キャッシュ・フロー計算書を作

成していないため、財務諸表においてキャッシュ・フロー計算書を作成しております。

 
(3) 当連結会計年度(2025年８月１日から2026年７月31日まで)は、連結財務諸表の作成初年度であるため、連結貸借

対照表について前連結会計年度との比較は行っておりません。

 
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(2025年８月１日から2026年７月31日ま

で)の連結財務諸表及び事業年度(2025年８月１日から2026年７月31日まで)の財務諸表について、太陽有限責任監査法

人により監査を受けております。

 
３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取り組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取り組みを行っております。具体的には、会計基準等の

内容を適切に把握し、的確に対応するために、社内体制の構築、会計専門誌の購読、セミナーへの参加等を行ってお

ります。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

          (単位：千円)

          
当連結会計年度
(2026年７月31日)

資産の部  

 流動資産  

  現金及び預金 1,712,524

  売掛金 1,489,858

  商品及び製品 396,137

  原材料及び貯蔵品 193,212

  前払費用 86,374

  未収入金 528,488

  その他 102,363

  貸倒引当金 △89,870

  流動資産合計 4,419,088

 固定資産  

  有形固定資産  

   建物（純額） ※１  2,911,964

   構築物（純額） 250,846

   機械及び装置（純額） 1,691,567

   車両運搬具（純額） 87,648

   工具、器具及び備品（純額） 132,601

   土地 ※１  669,733

   リース資産（純額） 2,730

   建設仮勘定 180,567

   有形固定資産合計 ※２  5,927,659

  無形固定資産  

   ソフトウエア 215,493

   のれん 58,543

   その他 80,113

   無形固定資産合計 354,149

  投資その他の資産  

   長期貸付金 27,316

   破産更生債権等 1,066

   長期前払費用 13,135

   繰延税金資産 133,005

   長期未収入金 114,416

   その他 89,815

   貸倒引当金 △133,992

   投資その他の資産合計 244,762

  固定資産合計 6,526,572

 資産合計 10,945,661
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          (単位：千円)

          
当連結会計年度
(2026年７月31日)

負債の部  

 流動負債  

  買掛金 551,635

  １年内返済予定の長期借入金 ※１  339,396

  未払金 857,090

  未払費用 51,483

  未払法人税等 230,497

  預り金 28,736

  株主優待引当金 855

  契約負債 29,535

  リース債務 1,061

  その他 85,466

  流動負債合計 2,175,757

 固定負債  

  長期借入金 ※１  1,002,195

  リース債務 1,806

  預り保証金 130,315

  長期契約負債 4,706

  その他 3,210

  固定負債合計 1,142,234

 負債合計 3,317,991

純資産の部  

 株主資本  

  資本金 737,891

  資本剰余金 727,891

  利益剰余金 6,162,843

  自己株式 △957

  株主資本合計 7,627,669

 純資産合計 7,627,669

負債純資産合計 10,945,661
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② 【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

　当連結会計年度が連結財務諸表の作成初年度であり、また、当連結会計年度末より連結財務諸表の作成が必

要になったことから、当連結会計年度においては貸借対照表のみを連結しております。そのため、連結損益計

算書は作成しておりません。
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【連結包括利益計算書】

当連結会計年度が連結財務諸表の作成初年度であり、また、当連結会計年度末より連結財務諸表の作成が必

要になったことから、当連結会計年度においては貸借対照表のみを連結しております。そのため、連結包括利

益計算書は作成しておりません。
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

当連結会計年度が連結財務諸表の作成初年度であり、また、当連結会計年度末より連結財務諸表の作成が必要

になったことから、当連結会計年度においては貸借対照表のみを連結しております。そのため、連結株主資本等

変動計算書は作成しておりません。
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】

当連結会計年度が連結財務諸表の作成初年度であり、また、当連結会計年度末より連結財務諸表の作成が必要

になったことから、当連結会計年度においては貸借対照表のみを連結しております。そのため、連結キャッ

シュ・フロー計算書は作成しておりません。
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１．連結の範囲に関する事項

全ての子会社を連結しております。

 
(1) 連結子会社の数

　1社

連結子会社の名称

　成田冷蔵株式会社

成田冷蔵株式会社は2026年６月23日の株式取得に伴い、当連結会計年度より連結子会社となりました。なお、

みなし取得日を当連結会計年度末としているため、当連結会計年度は貸借対照表のみ連結しております。

 

２．持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、２月28日であります。連結財務諸表の作成にあたっては、当連結会計年度末に実施した仮

決算に基づいております。

 

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品及び製品、原材料及び貯蔵品

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用しておりま

す。

 
(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産(リース資産を除く)

定率法（ただし、建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降取得した建物附属設備及び構築物に

ついては、定額法）を採用しております。

主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　３～50年

機械及び装置　　　　２～17年

工具、器具及び備品　２～15年

車両運搬具　　　　　２～６年

なお、取得価額が10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、３年間で均等償却を行う方法を採用

しております。

 

②　無形固定資産(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づいております。

 
③　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法を採用しております。
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(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

 
②　株主優待引当金

株主優待券の利用による売上値引きに備えるため、株主優待制度に基づき、発生すると見込まれる額を計上し

ております。

 
(4) 重要な収益及び費用の計上基準

商品又は製品の販売に係る収益は、主に卸売又は製造等による販売であり、顧客との販売契約に基づいて商品又

は製品を引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務は、商品又は製品を引き渡す一時点において、顧客が

当該商品又は製品に対する支配を獲得して充足されると判断し、引き渡し時点で収益を認識しております。なお、

「収益認識に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第30号)第98項における代替的な取扱いを適用

し、商品及び製品の国内の販売において、出荷時から当該商品及び製品の支配が顧客に移転される時までの期間が

通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。

加盟金収入や商品の一括購入などは、サービス提供を行う履行義務が一定の期間において充足されることから、

契約期間において収益を認識しております。

 

(5) のれんの償却方法及び償却期間

４年間にわたる均等償却を見込んでおります。

なお、当該期間は暫定的に決定したものであり、取得原価の配分の結果を踏まえて最終的に決定する予定であり

ます。

 

(未適用の会計基準等)

・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年９月13日　企業会計基準委員会）

・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第33号　2024年９月13日企業会計基準委員

会）等

 
(1) 概要

　企業会計基準委員会において、日本基準を国際的に整合性のあるものとする取り組みの一環として、借手の全

てのリースについて資産及び負債を認識するリースに関する会計基準の開発に向けて、国際的な会計基準を踏ま

えた検討が行われ、基本的な方針として、IFRS第16号の単一の会計処理モデルを基礎とするものの、IFRS第16号

の全ての定めを採り入れるのではなく、主要な定めのみを採り入れることにより、簡素で利便性が高く、かつ、

IFRS第16号の定めを個別財務諸表に用いても、基本的に修正が不要となることを目指したリース会計基準等が公

表されました。

　借手の会計処理として、借手のリースの費用配分の方法については、IFRS第16号と同様に、リースがファイナ

ンス・リースであるかオペレーティング・リースであるかにかかわらず、全てのリースについて使用権資産に係

る減価償却費及びリース負債に係る利息相当額を計上する単一の会計処理モデルが適用されます。

 
(2) 適用予定日

　2028年７月期の期首より適用予定です。

 
(3) 当該会計基準等の適用による影響

　「リースに関する会計基準」等の適用による財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中です。
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(連結貸借対照表関係)

※１ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

 

 
当連結会計年度
(2026年７月31日)

建物（純額） 1,704,015千円

土地 209,683 

計 1,913,698 
 

 
担保付債務は、次のとおりであります。

 
 

当連結会計年度
(2026年７月31日)

１年内返済予定の長期借入金 167,400千円

長期借入金 925,850 

計 1,093,250 
 

 

 
※２ 有形固定資産の減価償却累計額

有形固定資産の減価償却累計額は、次のとおりであります。

 

 
当連結会計年度
(2026年７月31日)

有形固定資産の減価償却累計額 4,501,378千円
 

 
(リース取引関係)

　　オペレーティング・リース取引

(借主側)

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

 

 
当連結会計年度
(2026年７月31日)

１年内 5,854千円

１年超 87,993 

合計 93,848 
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(金融商品関係)

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取り組み方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、投機的な取引は行わない方針であります。ま

た、主に金融機関からの借入により必要な設備資金を調達しております。

 
(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

未収入金は、主に、ファクタリング債権であり、ファクタリング会社等の信用リスクに晒されております。

長期未収入金は、個別に折衝し回収努力をしているが、回収にある程度期間を要するものであります。長期未収

入金に対して、回収可能性を吟味し個別に貸倒引当金を設定しております。

営業債務である買掛金並びに未払金は、２か月内の支払期日であります。

 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

当社グループは、営業債権について、一部口座振替による債権回収を行うことで信用リスクが低減されており

ます。また管理部財務課において未回収債権の有無の確認を行い、回収遅延が発生した場合には速やかに営業部

と連携して債権回収を行っております。また「与信管理規程」に従い、取引先の状況を定期的にモニタリング

し、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握やリスク

の低減を図っております。

② 市場リスクの管理(為替や金利等の変動リスク)の管理

当社グループは、金融機関からの借入により設備資金を調達する方針であります。管理部財務課で金利の変動

をモニタリングし、金利の上昇局面では固定金利条件の借入や、金利の下降局面では借り換え等を行い、金利の

変動に係るリスクを低減する方針であります。

③ 資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理

管理部財務課は適時資金計画表を作成・更新するとともに、手元流動性の維持などにより流動性リスクを管理

しております。

 
(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当

該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

 
当連結会計年度(2026年７月31日)

 
連結貸借対照表
計上額
(千円)

時価
(千円)

差額
(千円)

長期借入金(１年内返済予定を含む) 1,341,591 1,279,892 △61,698
 

(注)　１.「現金及び預金」については、現金であること、及び預金が短期間で決済されるため、時価が帳簿価額にほ

ぼ等しいことから、記載を省略しております。

２.「売掛金」、「未収入金」、「買掛金」、「未払金」については、短期間で決済されるため、時価が帳簿価

額にほぼ等しいことから、記載を省略しております。

３.「長期未収入金」については、同額の貸倒引当金を計上しているため、記載を省略しております。

４.長期借入金の決算日後の返済予定額

当連結会計年度(2026年７月31日)

 
１年内
（千円）

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

長期借入金 339,396 243,745 167,400 167,400 117,400 306,250
 

 
３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類し

ております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属する

レベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

 
時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融負債

当連結会計年度(2026年７月31日)

 
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 1,279,892 － 1,279,892
 

 
(注)　時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
長期借入金
変動金利によるものは、短期間で市場金利に基づいて利率を見直しており、借入を行っている当社の信用状況は
借入実行後から大きく異なっていないため、時価は帳簿価額に近似していると考えられることから、当該帳簿価額
によっており、レベル２の時価に分類しております。また、固定金利によるものは、元金利の合計額を、新規に同
様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類してお
ります。
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(ストック・オプション等関係)

１．ストック・オプションにかかる費用計上額及び科目名

該当事項はありません。

 

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

 

 
第２回

ストック・オプション
第３回

ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　４名
当社従業員　37名

当社取締役　４名
当社従業員　43名

株式の種類別のストック・オプション
の数(注１)

普通株式　311,200株 普通株式　194,400株

付与日 2016年３月18日 2016年11月18日

権利確定条件 (注)２ (注)２

対象勤務期間 ― ―

権利行使期間
自　2018年２月16日
至　2026年２月15日

自　2018年10月29日
至　2026年10月28日

 

(注) １．株式数に換算して記載しております。なお、2017年３月４日付株式分割(普通株式１株につき20株の割合)、

2018年５月１日付株式分割(普通株式１株につき２株の割合)及び2019年10月１日付株式分割(普通株式１株

につき２株の割合)による分割後の株式数に換算して記載しております。

２．権利行使時においても、当社又は当社子会社の取締役及び従業員の地位にあることを条件としております。

ただし、任期満了による退任、定年退職、会社都合による退任・退職、業務上の疾病に起因する退職及び転

籍その他正当な理由の存する場合で、取締役会が認めた場合はこの限りではありません。
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(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度(2026年７月期)において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数

については、株式数に換算して記載しております。

① ストック・オプションの数

 

 
第２回

ストック・オプション
第３回

ストック・オプション

権利確定前　　　　　　　　　　(株)   

前連結会計年度末 ― ―

付与 ― ―

失効 ― ―

権利確定 ― ―

未確定残 ― ―

権利確定後　　　　　　　　　　(株)   

前連結会計年度末 28,800 26,800

権利確定 ― ―

権利行使 20,800 5,600

失効 8,000 ―

未行使残 ― 21,200
 

(注)　2017年３月４日付株式分割(普通株式１株につき20株の割合)、2018年５月１日付株式分割(普通株式１株につき

２株の割合)及び2019年10月１日付株式分割(普通株式１株につき２株の割合)による分割後の株式数に換算して

記載しております。

 
② 単価情報

 

 
第２回

ストック・オプション
第３回

ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　　　　(円) 124 324

行使時平均株価　　　　　　　　(円) 822 675

付与日における公正な評価単価　(円) ― ―
 

(注)　2017年３月４日付株式分割(普通株式１株につき20株の割合)、2018年５月１日付株式分割(普通株式１株につき

２株の割合)及び2019年10月１日付株式分割(普通株式１株につき２株の割合)による分割後の価格に換算して記

載しております。

EDINET提出書類

株式会社シルバーライフ(E33282)

有価証券報告書

64/98



 

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

ストック・オプション付与日時点において、当社は株式を上場していないことから、ストック・オプションの公正

な評価単価の見積方法を単位当たりの本源的価値の見積りによっております。また、単位当たりの本源的価値を算定

する基礎となる自社の株式価値は、第２回ストック・オプションについては純資産価額方式及び類似業種比準方式に

よる折衷法、第３回ストック・オプションについては当社の事業計画に基づいたＤＣＦ法による評価額を参考に算定

しております。

 
４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用しており

ます。

 
５．ストック・オプションの単位当たりの本源的価値により算定を行う場合の当連結会計年度末における本源的価値の

合計額及び当連結会計年度において権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的価値の合計額

(1) 当連結会計年度末における本源的価値の合計額　　　　　　　　                        6,826千円

(2) 当連結会計年度において権利行使された本源的価値の合計額　　                       16,476千円

 
(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 

 
当連結会計年度
(2026年７月31日)

繰延税金資産   

未払事業税 14,605千円

未払金(賞与) 7,670 

貸倒引当金 70,543 

その他 40,185 

繰延税金資産合計 133,005 
 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

連結損益計算書を作成していないため、記載を省略しております。
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(企業結合等関係)

取得による企業結合

当社は、2026年６月15日開催の取締役会決議に基づき、2026年６月23日付で成田冷蔵株式会社の株式を取得し

たことにより子会社化いたしました。

 
（1）企業結合の概要

①被取得企業の名称及びその事業内容

被取得企業の名称　成田冷蔵株式会社

事業の内容 　　　 製氷業、冷蔵倉庫業、冷凍食品販売、一般食品販売、不動産賃貸業及び付帯事業

 
②企業結合を行った理由

当社は、高齢社会の進展を背景とした配食サービスの需要の拡大に対応するため、製造・物流・販売の各機

能強化を進めております。成田冷蔵株式会社は、低温物流及び冷凍保管機能を有しており、当社の物流機能と

の連携を通じて、配送効率の向上、物流網の強化及び安定供給体制の構築に資するものと判断しております。

また、当社にとって今後の事業基盤強化及び中長期的な企業価値向上に寄与するものと考えております。

 
③企業結合日

2026年６月23日（みなし取得日 2026年７月31日）

 
④企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得

 
⑤結合後企業の名称

成田冷蔵株式会社

 
⑥取得した議決権比率

100％

 
⑦取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価とする株式取得を実施したため、当社を取得企業としております。

 
（2）連結財務諸表に含まれる被取得企業の業績の期間

当連結会計年度末日をみなし取得日としているため、被取得企業の業績は含まれていません。

 
（3）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 113,256千円

取得原価 113,256千円

 
（4）主要な取得関連費用の内訳及び金額

デューデリジェンス費用等 3,398千円

 
（5）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

①発生したのれんの金額

58,543千円

なお、上記の金額は、企業結合日以後、決算日までの期間が短く、企業結合日時点の識別可能資産及び負債

の特定及び時価の見積りが未了であるため、取得原価の配分が完了しておらず、暫定的に算定された金額であ

ります。

 
②発生原因

今後の事業展開によって期待される超過収益力によるものであります。
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③償却方法及び償却期間

４年にわたる均等償却を見込んでおります。

なお、当該期間は暫定的に決定したものであり、取得原価の配分の結果を踏まえて最終的に決定する予定であ

ります。

 
（6）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 45,121 千円

固定資産 18,815 千円

資産合計 63,936 千円

流動負債 5,825 千円

固定負債 ― 千円

負債合計 5,825 千円
 

 
（7）取得原価の配分

当連結会計年度末において、企業結合日時点の識別可能資産及び負債の特定及び時価の見積りが未了であるた

め、取得原価の配分が完了しておらず、暫定的に算定された金額にて会計処理を行っております。

 
（8）企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影

響の概算額及びその算定方法

当連結会計年度における概算額の算定が困難であるため、記載しておりません。
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(セグメント情報等)

当連結会計年度は連結財務諸表の作成初年度であり、また、当連結会計年度末より連結財務諸表の作成が必要と

なったことから、当連結会計年度においては貸借対照表のみを連結しています。そのため、セグメント情報等は作成

しておりません。

 

(１株当たり情報)

 

 
当連結会計年度

(自 2025年８月１日
至 2026年７月31日)

１株当たり純資産額 697.64円
 

(注)　当連結会計年度は連結損益計算書を作成しておりませんので、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当

たり当期純利益は記載しておりません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

 

区分
当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

１年内に返済予定の長期借入金 339,396 1.29 2026年～2027年

長期借入金(１年内に返済予定の
ものを除く。)

1,002,195 1.29 2027年～2036年

合計 1,341,591 ― ―
 

(注１)平均利率については、期中平均借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

 (注２)長期借入金(１年内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりでありま

す。
 

 
１年超２年以内
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内
(千円)

長期借入金 243,745 167,400 167,400 117,400
 

 

【資産除去債務明細表】

当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が当連結会計年度期首及び当連結会計年

度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、記載を省略しております。
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(2) 【その他】

当連結会計年度における半期情報等

当連結会計年度は連結財務諸表の作成初年度であり、また、当連結会計年度末より連結財務諸表の作成が必要と

なったことから、当連結会計年度においては貸借対照表のみを連結しています。そのため、該当事項はありませ

ん。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

           (単位：千円)

          前事業年度
(2025年７月31日)

当事業年度
(2026年７月31日)

資産の部   
 流動資産   
  現金及び預金 1,598,872 1,678,156
  売掛金 1,433,994 1,480,238
  商品及び製品 389,941 396,137
  原材料及び貯蔵品 104,221 193,212
  前払費用 81,997 85,184
  未収入金 463,036 528,487
  その他 119,364 102,363
  貸倒引当金 △86,483 △89,813
  流動資産合計 4,104,944 4,373,967
 固定資産   
  有形固定資産   
   建物 ※１  4,244,506 ※１  4,413,733

    減価償却累計額 △1,233,842 △1,501,946
    建物（純額） 3,010,663 2,911,787
   構築物 208,392 342,791
    減価償却累計額 △72,739 △91,944
    構築物（純額） 135,652 250,846
   機械及び装置 3,290,069 3,665,491
    減価償却累計額 △1,605,279 △1,977,304
    機械及び装置（純額） 1,684,790 1,688,187
   車両運搬具 228,251 267,605
    減価償却累計額 △106,015 △180,762
    車両運搬具（純額） 122,235 86,843
   工具、器具及び備品 300,406 384,265
    減価償却累計額 △187,764 △252,021
    工具、器具及び備品（純額） 112,642 132,244

   土地 ※１  669,959 ※１  669,733

   リース資産 6,333 6,333
    減価償却累計額 △2,511 △3,603
    リース資産（純額） 3,822 2,730
   建設仮勘定 71,439 180,567
   有形固定資産合計 5,811,205 5,922,940
  無形固定資産   
   ソフトウエア 287,458 215,493
   その他 22,636 79,588
   無形固定資産合計 310,095 295,081
  投資その他の資産   
   関係会社株式 - 116,654
   長期貸付金 31,787 27,316
   破産更生債権等 1,066 1,066
   長期前払費用 22,911 13,135
   繰延税金資産 121,168 133,005
   長期未収入金 89,904 114,416
   その他 69,654 76,244
   貸倒引当金 △109,940 △133,992
   投資その他の資産合計 226,553 347,845
  固定資産合計 6,347,854 6,565,868
 資産合計 10,452,798 10,939,835
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           (単位：千円)

          前事業年度
(2025年７月31日)

当事業年度
(2026年７月31日)

負債の部   
 流動負債   
  買掛金 568,836 551,635
  １年内返済予定の長期借入金 ※１  339,396 ※１  339,396

  未払金 716,087 855,124
  未払費用 42,335 49,259
  未払法人税等 197,430 230,346
  預り金 18,932 28,646
  株主優待引当金 - 855
  契約負債 18,089 29,535
  リース債務 1,182 1,061
  その他 85,670 84,071
  流動負債合計 1,987,960 2,169,931
 固定負債   
  長期借入金 ※１  1,341,591 ※１  1,002,195

  リース債務 2,868 1,806
  預り保証金 141,268 130,315
  長期契約負債 3,787 4,706
  その他 3,210 3,210
  固定負債合計 1,492,726 1,142,234
 負債合計 3,480,687 3,312,165
純資産の部   
 株主資本   
  資本金 735,694 737,891
  資本剰余金   
   資本準備金 725,694 727,891
   資本剰余金合計 725,694 727,891
  利益剰余金   
   その他利益剰余金   
    繰越利益剰余金 5,511,677 6,162,843
   利益剰余金合計 5,511,677 6,162,843
  自己株式 △956 △957
  株主資本合計 6,972,111 7,627,669
 純資産合計 6,972,111 7,627,669
負債純資産合計 10,452,798 10,939,835
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② 【損益計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自　2024年８月１日
　至　2025年７月31日)

当事業年度
(自　2025年８月１日
　至　2026年７月31日)

売上高 ※１  14,918,337 ※１  16,212,562

売上原価   

 商品及び製品期首棚卸高 417,266 389,941

 当期製品製造原価 7,243,219 8,131,734

 当期商品仕入高 2,606,585 2,468,349

 合計 10,267,071 10,990,025

 商品及び製品期末棚卸高 389,941 396,137

 売上原価合計 9,877,130 10,593,887

売上総利益 5,041,207 5,618,674

販売費及び一般管理費   

 給料及び手当 452,270 499,813

 運賃 1,153,284 1,329,231

 減価償却費 400,784 403,764

 業務委託費 132,289 136,526

 広告宣伝費 539,188 654,988

 貸倒引当金繰入額 91,207 48,843

 株主優待引当金繰入額 1,079 1,083

 その他 1,420,663 1,509,499

 販売費及び一般管理費合計 4,190,768 4,583,750

営業利益 850,439 1,034,923

営業外収益   

 受取利息 10,996 12,516

 受取補償金 110,919 83,445

 受取手数料 36,425 37,013

 受取家賃 22,035 31,216

 株主優待引当金戻入額 18,854 -

 雑収入 39,344 63,312

 営業外収益合計 238,576 227,503

営業外費用   

 支払利息 11,407 14,276

 賃貸費用 37,636 39,125

 減価償却費 10,454 10,311

 貸倒引当金繰入額 13,410 470

 その他 942 6,656

 営業外費用合計 73,851 70,841

経常利益 1,015,164 1,191,586

特別損失   

 固定資産売却損 ※２  2,046 ※２  1,110

 固定資産除却損 ※３  6,237 ※３  8,448

 その他 1,511 -

 特別損失合計 9,794 9,559

税引前当期純利益 1,005,369 1,182,026

法人税、住民税及び事業税 320,498 368,182

法人税等調整額 △17,709 △11,836

法人税等合計 302,789 356,345

当期純利益 702,580 825,681
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【製造原価明細書】

 

  
前事業年度

(自 2024年８月１日
至 2025年７月31日)

当事業年度
(自 2025年８月１日
至 2026年７月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ 材料費  4,163,362 57.5 4,414,455 54.3

Ⅱ 労務費  1,387,646 19.2 1,863,031 22.9

Ⅲ 経費 ※１ 1,692,210 23.4 1,854,248 22.8

当期総製造費用  7,243,219 100.0 8,131,734 100.0

当期製品製造原価  7,243,219  8,131,734  
 

(原価計算の方法)

原価計算の方法は、実際総合原価計算であります。

 

(注) ※１　主な内訳は次のとおりであります。

項目
前事業年度

(自 2024年８月１日
至 2025年７月31日)

当事業年度
(自 2025年８月１日
至 2026年７月31日)

消耗品費(千円) 544,947 610,795

減価償却費(千円) 496,613 498,938
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　2024年８月１日　至　2025年７月31日)

 (単位：千円)

 

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

資本剰余金

合計

その他利益

剰余金 利益剰余金

合計繰越利益

剰余金

当期首残高 731,387 721,387 721,387 4,971,996 4,971,996 △956 6,423,815 6,423,815

当期変動額         

新株の発行

（新株予約権の行

使）

4,307 4,307 4,307    8,614 8,614

自己株式の取得       - -

剰余金の配当    △162,899 △162,899  △162,899 △162,899

当期純利益    702,580 702,580  702,580 702,580

当期変動額合計 4,307 4,307 4,307 539,681 539,681 - 548,295 548,295

当期末残高 735,694 725,694 725,694 5,511,677 5,511,677 △956 6,972,111 6,972,111
 

 

当事業年度(自　2025年８月１日　至　2026年７月31日)

 (単位：千円)

 

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

資本剰余金

合計

その他利益

剰余金 利益剰余金

合計繰越利益

剰余金

当期首残高 735,694 725,694 725,694 5,511,677 5,511,677 △956 6,972,111 6,972,111

当期変動額         

新株の発行

（新株予約権の行

使）

2,196 2,196 2,196    4,393 4,393

自己株式の取得      △1 △1 △1

剰余金の配当    △174,514 △174,514  △174,514 △174,514

当期純利益    825,681 825,681  825,681 825,681

当期変動額合計 2,196 2,196 2,196 651,166 651,166 △1 655,558 655,558

当期末残高 737,891 727,891 727,891 6,162,843 6,162,843 △957 7,627,669 7,627,669
 

 

EDINET提出書類

株式会社シルバーライフ(E33282)

有価証券報告書

75/98



④【キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自 2024年８月１日
　至 2025年７月31日)

当事業年度
(自 2025年８月１日
　至 2026年７月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前当期純利益 1,005,369 1,182,026

 減価償却費 931,662 942,267

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 68,837 27,381

 株主優待引当金の増減額（△は減少） △21,826 855

 受取利息及び受取配当金 △10,996 △12,516

 支払利息 11,407 14,276

 有形固定資産除却損 10,703 7,239

 有形固定資産売却損益（△は益） - 1,110

 無形固定資産除却損 - 1,208

 売上債権の増減額（△は増加） △137,001 △46,244

 棚卸資産の増減額（△は増加） 35,872 △95,187

 仕入債務の増減額（△は減少） △79,499 △17,200

 未払消費税等の増減額（△は減少） △572 1,904

 契約負債の増減額（△は減少） 10,349 12,364

 長期未収入金の増減額（△は増加） △89,904 △24,511

 その他 80,860 63,398

 小計 1,815,262 2,058,375

 利息及び配当金の受取額 10,996 12,516

 利息の支払額 △11,872 △14,723

 法人税等の支払額 △294,965 △337,301

 営業活動によるキャッシュ・フロー 1,519,421 1,718,867

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △906,172 △959,312

 有形固定資産の売却による収入 - 30,274

 無形固定資産の取得による支出 △98,221 △84,258

 貸付けによる支出 △0 -

 貸付金の回収による収入 7,324 6,428

 敷金及び保証金の差入による支出 △282 △370

 敷金及び保証金の回収による収入 656 126

 預り保証金の返還による支出 △9,333 △6,000

 預り保証金の受入による収入 11,612 7,429

 子会社株式の取得による支出 - △116,654

 その他投資の取得による支出 △5,655 △6,344

 投資活動によるキャッシュ・フロー △1,000,072 △1,128,683

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 長期借入れによる収入 300,000 -

 長期借入金の返済による支出 △331,063 △339,396

 ストック・オプションの行使による収入 8,614 4,393

 自己株式の取得による支出 - △1

 配当金の支払額 △161,899 △174,714

 リース債務の返済による支出 △1,220 △1,182

 財務活動によるキャッシュ・フロー △185,568 △510,900

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 333,779 79,284

現金及び現金同等物の期首残高 1,265,092 1,598,872

現金及び現金同等物の期末残高 ※  1,598,872 ※  1,678,156
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

関係会社株式

移動平均法による原価法

 
(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品及び製品、原材料及び貯蔵品

移動平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)を採用しております。

 
２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

定率法(ただし、建物(建物附属設備を除く)並びに2016年４月１日以降取得した建物附属設備及び構築物について

は、定額法)を採用しております。

主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　３～50年

機械及び装置　　　　２～17年

工具、器具及び備品　２～15年

車両運搬具　　　　　２～５年

なお、取得価額が10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、３年間で均等償却を行う方法を採用し

ております。

 

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づいております。

 

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法を採用しております。

 
３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

 

(2) 株主優待引当金

株主優待券の利用による売上値引に備えるため、株主優待制度に基づき、発生すると見込まれる額を計上してお

ります。

 
４．収益及び費用の計上基準

商品又は製品の販売に係る収益は、主に卸売又は製造等による販売であり、顧客との販売契約に基づいて商品又

は製品を引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務は、商品又は製品を引き渡す一時点において、顧客が

当該商品又は製品に対する支配を獲得して充足されると判断し、引き渡し時点で収益を認識しております。なお、

「収益認識に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第30号)第98項における代替的な取扱いを適用

し、商品及び製品の国内の販売において、出荷時から当該商品及び製品の支配が顧客に移転される時までの期間が

通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。

加盟金収入や商品の一括購入などは、サービス提供を行う履行義務が一定の期間において充足されることから、

契約期間において収益を認識しております。

 
５．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
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手許現金、要求払預金及び３ヵ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっております。

 
(表示方法の変更)

(損益計算書)

前事業年度において、「営業外収益」の「その他」に含めていた「受取家賃」は、営業外収益の総額の100分の

10を超えたため、当事業年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるため、前事業

年度の財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前事業年度の損益計算書において、「営業外収益」の「その他」に表示していた61,380千円は、

「受取家賃」22,035千円、「雑収入」39,344千円として組替えております。

 
(貸借対照表関係)

※１　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(2025年７月31日)
当事業年度

(2026年７月31日)

建物 1,745,329千円 1,704,015千円

土地 209,683 209,683 

計 1,955,012 1,913,698 
 

 

担保付債務は、次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(2025年７月31日)
当事業年度

(2026年７月31日)

１年内返済予定の長期借入金 167,400千円 167,400千円

長期借入金 1,093,250 925,850 

計 1,260,650 1,093,250 
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(損益計算書関係)

※１　顧客との契約から生じる収益

売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧客との

契約から生じる収益の金額は、「注記事項（収益認識関係）１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報」に

記載しております。

 
※２　固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(自　2024年８月１日
至　2025年７月31日)

当事業年度
(自　2025年８月１日
至　2026年７月31日)

機械及び装置 2,046 －千円

土地 － 1,110 

計 2,046 1,110 
 

 
※３　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(自　2024年８月１日
至　2025年７月31日)

当事業年度
(自　2025年８月１日
至　2026年７月31日)

建物 5,622千円 －千円

機械及び装置 402 3,196 

車両運搬具 212 4,042 

工具、器具及び備品 0 － 

ソフトウエア － 1,208 

計 6,237 8,448 
 

 

(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　2024年８月１日　至　2025年７月31日)

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首
株式数(株)

当事業年度増加
株式数(株)

当事業年度減少
株式数(株)

当事業年度末
株式数(株)

発行済株式     

普通株式(注)１ 10,860,400 47,200 － 10,907,600

合計 10,860,400 47,200 － 10,907,600

自己株式     

普通株式 422 － － 422

合計 422 － － 422
 

(注) １．発行済株式総数の増加47,200株は、新株予約権の行使による増加によるものであります。

 
２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数(株) 当事業
年度末残高
(千円)

当事業
年度期首

当事業
年度増加

当事業
年度減少

当事業
年度末

提出会社

ストック・オプションと
しての第１回新株予約権

― ― ― ― ― ―

ストック・オプションと
しての第２回新株予約権

― ― ― ― ― ―

ストック・オプションと
しての第３回新株予約権

― ― ― ― ― ―

合計 ― ― ― ― ― ―
 

 
３．配当に関する事項

(1) 配当金支払額
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決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

1株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

2024年10月29日
定時株主総会

普通株式 162 15 2024年７月31日 2024年10月30日
 

 
(2) 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の
総額

（百万円）

 1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2025年10月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 174 16 2025年７月31日 2025年10月29日
 

 
当事業年度(自　2025年８月１日　至　2026年７月31日)

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首
株式数(株)

当事業年度増加
株式数(株)

当事業年度減少
株式数(株)

当事業年度末
株式数(株)

発行済株式     

普通株式(注)１ 10,907,600 26,400 － 10,934,000

合計 10,907,600 26,400 － 10,934,000

自己株式     

普通株式(注)２ 422 2 － 424

合計 422 2 － 424
 

(注) １．発行済株式総数の増加26,400株は、新株予約権の行使による増加によるものであります。

 ２．自己株式数の増加２株は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。

 
２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数(株) 当事業
年度末残高
(千円)

当事業
年度期首

当事業
年度増加

当事業
年度減少

当事業
年度末

提出会社

ストック・オプションと
しての第２回新株予約権

― ― ― ― ― ―

ストック・オプションと
しての第３回新株予約権

― ― ― ― ― ―

合計 ― ― ― ― ― ―
 

 
３．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

1株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

2025年10月28日
定時株主総会

普通株式 174 16 2025年７月31日 2025年10月29日
 

 
(2) 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

2026年10月27日開催の定時株主総会の議案として、次のとおり付議する予定です。

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の
総額

（百万円）

 1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2026年10月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 196 18 2026年７月31日 2026年10月28日
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(キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

 
前事業年度

(自　2024年８月１日
至　2025年７月31日)

当事業年度
(自　2025年８月１日
至　2026年７月31日)

現金及び預金勘定 1,598,872千円 1,678,156千円

現金及び現金同等物 1,598,872 1,678,156 
 

 

(有価証券関係)

子会社株式は、市場価格のない株式等のため、子会社株式の時価を記載しておりません。

なお、市場価格のない株式等の子会社株式の貸借対照表計上額は次のとおりです。

 
区分 前事業年度(千円) 当事業年度(千円)

子会社株式 ― 116,654

計 ― 116,654
 

 

(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

(2025年７月31日)
 

当事業年度
(2026年７月31日)

繰延税金資産      

未払事業税 12,484千円  14,605千円

未払金(賞与) 7,243  7,670 

貸倒引当金 61,134  70,543 

その他 40,306  40,185 

繰延税金資産合計 121,168  133,005 

繰延税金資産の純額 121,168  133,005 
 

 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

前事業年度及び当事業年度における法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効

税率の100分の５以下であるため注記を省略しております。

 
(企業結合等関係)

連結財務諸表「注記事項（企業結合等関係）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しています。
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(収益認識関係)

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前事業年度（自　2024年８月１日　至　2025年７月31日）

（単位：千円）

販売先別

顧客との契約から生じる収益

その他の収益 合計一定の期間にわたり
移転される財又は
サービス

一時点で移転される
財又はサービス

FC加盟店 8,946 9,352,241 ― 9,361,187

高齢者施設等 － 1,888,738 ― 1,888,738

直販・その他 35,555 3,632,855 ― 3,668,410

合計 44,501 14,873,836 ― 14,918,337
 

 
当事業年度（自　2025年８月１日　至　2026年７月31日）

（単位：千円）

販売先別

顧客との契約から生じる収益

その他の収益 合計一定の期間にわたり
移転される財又は
サービス

一時点で移転される
財又はサービス

FC加盟店 9,830 9,382,457 ― 9,392,288

高齢者施設等 － 2,516,497 ― 2,516,497

直販・その他 139,831 4,163,944 ― 4,303,776

合計 149,662 16,062,899 ― 16,212,562
 

 
２．収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は「注記事項（重要な会計方針）４．収益及び費用の計上基準」に記載のと

おりです。

 
３．当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報

(1)契約負債の残高等

（単位：千円）

 前事業年度 当事業年度

 契約負債（期首残高） 11,527 21,877

 契約負債（期末残高） 21,877 34,241
 

契約負債は、主に製品の引き渡し前又はサービスの提供前に顧客から受け取った前受金に関連するものでありま

す。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。

前事業年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、6,047千円であります。ま

た、前事業年度において、契約負債が10,349千円増加した主な理由は、顧客から契約回数分の代金を一括で受領した

前受金による増加及び履行義務の充足に伴う取り崩しによる減少であり、これによりそれぞれ、49,650千円増加し、

35,555千円減少しております。

当事業年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債の残高に含まれていた額は、18,491千円であります。

また、当事業年度において、契約負債が12,364千円増加した主な理由は、顧客から契約回数分の代金を一括で受領し

た前受金による増加及び履行義務の充足に伴う取り崩しによる減少であり、これによりそれぞれ、151,309千円増加

し、139,831千円減少しております。
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(2)残存履行義務に配分した取引価格

残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は、以下のとおりであります。

（単位：千円）

 前事業年度 当事業年度

１年内 18,089 29,535

１年超～２年内 2,348 2,419

２年超 1,439 2,287

合計 21,877 34,241
 

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社の事業内容は、食材製造販売事業の単一セグメントのみであるため、記載を省略しております。

 

【関連情報】

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略して

おります。

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

 
(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 
３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、該当事項はありませ

ん。

 
【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

 
【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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(関連当事者情報)

１．関連当事者との取引

財務諸表提出会社と関連当事者との取引

財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る。)等

前事業年度(自 2024年８月１日 至 2025年７月31日)

種類
会社等の
名称
又は氏名

所在地
資本金
又は
出資金

事業の内容
又は職業

議決権等
の被所有
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
(注)

取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

役員 清水貴久 ― ―
当社代表
取締役社長

被所有
直接
54.83

不動産の
賃借

不動産
賃借料の
支払

2,038 ― ―

役員 清水貴久 ― ―
当社代表
取締役社長

被所有
直接
54.83

物件契約
収納代行の
業務委託

物件契約
収納代行の
業務委託

862

預り金 245

未収入
金 44

 

清水貴久の議決権等の被所有割合には同氏の資産管理会社による被所有割合を含みます。

上記取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

取引条件及び取引条件の決定方針

(注)上記取引については、市場価格を参考にしております。

 
当事業年度(自　2025年８月１日　至　2026年７月31日)

種類
会社等の
名称
又は氏名

所在地
資本金
又は
出資金

事業の内容
又は職業

議決権等
の被所有
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
(注)

取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

役員 清水貴久 ― ―
当社代表
取締役社長

被所有
直接
54.71

不動産の
賃借

不動産
賃借料の
支払

60 前払費用 33

役員 清水貴久 ― ―
当社代表
取締役社長

被所有
直接
54.71

物件契約
収納代行の
業務委託

物件契約
収納代行の
業務委託

9,811

預り金 838

未収入
金 44

 

清水貴久の議決権等の被所有割合には同氏の資産管理会社による被所有割合を含みます。

上記取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

取引条件及び取引条件の決定方針

(注)上記取引については、市場価格を参考にしております。

 
２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

 

 
前事業年度

(自　2024年８月１日
至　2025年７月31日)

当事業年度
(自　2025年８月１日
至　2026年７月31日)

１株当たり純資産額 639.22円 697.64円

１株当たり当期純利益 64.64円 75.63円

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

64.24円 75.46円
 

(注)　１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。
 

 
前事業年度

(自　2024年８月１日
至　2025年７月31日)

当事業年度
(自　2025年８月１日
至　2026年７月31日)

１株当たり当期純利益   

当期純利益(千円) 702,580 825,681

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る当期純利益(千円) 702,580 825,681

普通株式の期中平均株式数(株) 10,869,553 10,916,963

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

当期純利益調整額(千円) － －

普通株式増加数(株) 67,932 25,276

(うち新株予約権(株)) (67,932) (25,276)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

― ―
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⑤ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】
 

資産の種類
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額
(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高
(千円)

有形固定資産        

建物 4,244,506 172,557 3,329 4,413,733 1,501,946 271,432 2,911,787

構築物 208,392 134,399 － 342,791 91,944 19,204 250,846

機械及び装置 3,290,069 382,920 7,498 3,665,491 1,977,304 376,326 1,688,187

車両運搬具 228,251 45,655 6,300 267,605 180,762 77,003 86,843

工具、器具及び備品 300,406 99,061 15,201 384,265 252,021 79,459 132,244

土地 669,959 31,159 31,385 669,733 － － 669,733

リース資産 6,333 － － 6,333 3,603 1,092 2,730

建設仮勘定 71,439 470,429 361,301 180,567 － － 180,567

有形固定資産計 9,019,358 1,336,181 425,017 9,930,522 4,007,582 824,519 5,922,940

無形固定資産        

商標権 6,599 － － 6,599 6,599 － －

ソフトウエア 765,002 46,888 62,201 749,689 534,196 117,646 215,493

その他 23,348 67,886 10,832 80,403 814 102 79,588

無形固定資産計 794,950 114,775 73,033 836,692 541,610 117,748 295,081
 

(注) １.当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。
 
・建物
栃木工場改修工事　　　　　87,015千円

群馬工場改修工事　　　　　49,591千円

加須倉庫改修工事　　　　　 7,476千円

 
・構築物
栃木工場排水処理設備　　　93,413千円

群馬工場貯留槽　　　　　　35,287千円
 
・機械及び装置
栃木工場製造設備　　　　 197,981千円

加須倉庫設備　　　　　　 154,513千円

群馬工場製造設備　　　　　24,665千円
 
・車両運搬具
加盟店用レンタル車両　　　19,217千円

加須倉庫配送用車両　　　　12,456千円

生産部送迎用車両　　　　　10,788千円

 
 
・工具、器具及び備品
施設レンタル品　　　　　　48,802千円

栃木工場備品　　　　　　　21,188千円

加須倉庫備品　　　　　　　10,941千円

群馬工場備品　　　　　　　 7,990千円

 
・土地
従業員社宅用土地　　　　　31,159千円
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・ソフトウエア
FC加盟店向け関連システム　15,971千円

加須倉庫出荷システム　　　 9,421千円

ECサイト関連システム　　　 8,246千円

生産管理システム　　　　　 6,771千円

施設向けシステム　　　　　 4,720千円

 
 
２．土地の当期減少額は栃木県足利市における賃貸駐車場の売却によるものであります。

 
３．建設仮勘定の当期増加額の主な内訳は栃木工場設備投資191,026千円、加須倉庫設備投資134,257千円であ

り、当期減少額は、各資産科目への振替額であります。
 
４．その他の当期増加額の主な内訳は生産管理システム関連費用21,949千円、ECサイト関連費用13,632千円であ

り、当期減少額は、各資産科目への振替額であります。

 
【引当金明細表】

 

区分
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 196,424 223,805 21,932 174,492 223,805

株主優待引当金 － 30,520 228 29,437 855
 

(注１)貸倒引当金の「当期減少額(その他)」の欄の金額は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。

(注２)株主優待引当金の「当期減少額(その他)」の欄の金額は、使用実績を考慮した戻入額であります。

 
(2) 【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 
(3) 【その他】

当事業年度における半期情報等

 
 中間会計期間 当事業年度

売上高（千円） 8,071,613 16,212,562

税引前中間（当期）純利益
（千円）

667,862 1,182,026

中間（当期）純利益（千円） 411,762 825,681

１株当たり中間（当期）
純利益（円）

37.75 75.63
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 毎年８月１日から翌年７月31日まで

定時株主総会 毎事業年度末日の翌日から３か月以内

基準日 毎年７月31日

剰余金の配当の基準日
毎年１月31日
毎年７月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 ―

買取手数料 無料

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし、事故その他やむを得ない事由によって、電子公告によ
る公告をすることができない場合の公告方法は、日本経済新聞に掲載する方法とす
る。
当社の公告掲載ＵＲＬは次のとおりであります。
https://www.silver-life.co.jp/

株主に対する特典
毎年７月31日現在の株主に対し、年１回、以下の基準により、優待券を贈呈する。
・所有株式数200株以上の株主に対し、当社ＥＣサイトで利用できる優待券を一律
5,000円(500円券10枚)贈呈する。

 

(注)　当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない旨、

定款に定めております。

(1) 会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(2) 取得請求権付株式の取得を請求する権利

(3) 募集株式又は募集新株予約権の割当てを受ける権利

 

EDINET提出書類

株式会社シルバーライフ(E33282)

有価証券報告書

88/98



第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度(第18期)(自　2024年８月１日　至　2025年７月31日)2025年10月24日関東財務局長に提出

(2) 内部統制報告書及び確認書

2025年10月24日関東財務局長に提出

(3) 半期報告書及び確認書

(第19期中)(自　2025年８月１日　至　2026年１月31日)2026年３月13日関東財務局長に提出

　(4) 臨時報告書

2025年10月29日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２(株主総会における議決権行使の結果)に基づく臨時

報告書であります。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

 

2026年10月22日

株式会社シルバーライフ

取締役会　御中

 
太陽有限責任監査法人

 

東京事務所
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 髙橋　康之  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 内野　福道  

 

 

＜連結財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社シルバーライフの2025年８月１日から2026年７月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を

行った。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社シルバーライフ及び連結子会社の2026年７月31日現在の財政状態を、全ての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国におけ

る職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び

連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明

の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重

要であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見

の形成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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成田冷蔵株式会社の株式取得に伴う企業結合に係る会計処理の妥当性

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

【注記事項】（企業結合等関係）に記載のとおり、会
社は2026年６月23日付で成田冷蔵株式会社の全株式を
113,256千円で取得し、連結子会社とした。会社は、当
該企業結合の会計処理に当たり、企業結合日時点の時価
を基礎として識別可能な資産及び負債に対して取得原価
を配分し、取得原価と受け入れた資産及び引き受けた負
債に配分された純額との差額をのれんとして認識してい
る。
当連結会計年度末においては、識別可能な資産及び負
債の特定並びに時価の算定が未了であり、取得原価の配
分が完了していないため、連結財務諸表作成時点で入手
可能な合理的な情報等に基づいて暫定的な会計処理を
行っている。その結果、のれんを58,543千円計上してい
る。
企業結合は非経常的な取引であり、取得原価の配分は
連結財務諸表に重要な影響を及ぼす。
以上から、当監査法人は、成田冷蔵株式会社の株式取
得に伴う企業結合に係る会計処理の妥当性が当連結会計
年度の連結財務諸表監査において特に重要であり、監査
上の主要な検討事項に該当すると判断した。

当監査法人は、成田冷蔵株式会社の株式取得に伴う企
業結合に係る会計処理の妥当性を検討するために主に以
下の手続を実施した。
・　株式取得の目的や被取得企業の事業内容等を理解す
るために、経営者に質問するとともに、取締役会議事
録及び経営者が利用した専門家による企業価値に関す
る調査報告書等を閲覧した。

・　株式の取得に関連する契約書及び出金証憑を閲覧
し、株式の取得原価の正確性を検討した。

・　経営者が利用した外部専門家の適性、能力及び客観
性に関する評価を実施した。

・　株式取得の前提となった事業計画について、経営者
への質問、売上高及び営業利益について実績との比較
を行った。

・　企業結合日時点における被取得企業の貸借対照表計
上額が適切に認識されているか検討するために、被取
得企業の貸借対照表に含まれる一部の資産について、
残高確認を実施した。

・　のれんが適切に算定されていることを確かめるた
め、取得原価と取得原価の暫定的な配分額との差額が
のれんの計上額となっているかどうかを検討した。

 

 
その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、

その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の

記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内

容と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そ

のような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 
連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示

する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利

用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手する。

・　連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評

価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基

づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか

結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記

事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸

表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証

拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している

かどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎とな

る取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結財務諸表に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を

入手するために、連結財務諸表の監査を計画し実施する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指揮、監督及び査

閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要

な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

監査人は、監査等委員会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判断した

事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止

されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上

回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。
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＜内部統制監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社シルバーライフの

2026年７月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

当監査法人は、株式会社シルバーライフが2026年７月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上

記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠し

て、財務報告に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統

制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人

の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務

諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他

の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断して

いる。

 
内部統制報告書に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

監査等委員会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

内部統制監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかにつ

いて合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することに

ある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施す

る。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び

適用される。

・　財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内

部統制報告書の表示を検討する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手するために、

内部統制の監査を計画し実施する。監査人は、内部統制報告書の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任があ

る。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、識別し

た内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項につい

て報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

＜報酬関連情報＞

当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属する者に対する、会社及び子会社の監査証明業務に基づく報酬

及び非監査業務に基づく報酬の額は、「提出会社の状況」に含まれるコーポレート・ガバナンスの状況等(３)【監査の

状況】に記載されている。
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利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
 

 

(注) １．上記の監査報告書の原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

 

2026年10月22日

株式会社シルバーライフ

取締役会　御中

 
太陽有限責任監査法人

 

東京事務所
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 髙橋　康之  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 内野　福道  

 

 

＜財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社シルバーライフの2025年８月１日から2026年７月31日までの第19期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明

細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社シルバーライフの2026年７月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分か

つ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要である

と判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成におい

て対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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調理済み食材販売における収益認識の妥当性

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

会社は、高齢者向け配食サービスのフランチャイズ本
部の運営及びフランチャイズ加盟店等への調理済み食材
の販売を主な事業としている。調理済み食材の販売に係
る収益は、「注記事項（収益認識関係）１．顧客との契
約から生じる収益を分解した情報」における顧客との契
約から生じる収益のうち、一時点で移転される財又は
サービスに係る売上高16,062,899千円の大半を占める。
「注記事項（重要な会計方針）４．収益及び費用の計
上基準」に記載のとおり、会社は顧客との販売契約に基
づいて商品又は製品を引き渡す履行義務を負っており、
それらの引き渡し時点において当該履行義務は充足され
ると判断し、収益を認識している。ただし、出荷時点か
ら当該商品又は製品の引き渡しまでの期間が通常の期間
である場合は、出荷時に収益を認識している。
会社は、販売先である各フランチャイズ加盟店等が消
費者に商品又は製品を提供する予定日（以下、「基準
日」とする）を基準として請求書を発行している。その
ため、受発注システムにおいては、「基準日」ごとに、
請求データの基となる出荷データが自動生成される。自
動生成された出荷データのうち「基準日」が期末日まで
のものは、請求書発行の基となる調整前売上高として会
計システムに入力している。その後、会社は、出荷時点
から引き渡し時点までが通常の期間であることを踏まえ
て、出荷時点が期末日までのデータを売上高とするため
に、「基準日」未到来の出荷データを調整額として会計
システムに入力している。
調理済み食材販売における収益認識については、受発
注システムにより自動生成された「基準日」に基づく調
整前売上高から、出荷時点に基づく売上高への調整額を
算定する際に手作業を伴うことから、会計処理における
誤謬リスクが存在する。このことから、当監査法人は当
該事項を監査上の主要な検討事項に該当するものと判断
した。

当監査法人は、調理済み食材販売における収益認識の
妥当性を検討するため、主に以下の監査手続を実施し
た。
・　会社の内部統制（IT統制を含む販売プロセス及び決
算・財務報告プロセス）について、整備状況及び運用
状況を評価した。

・　調整前売上高が正確に集計され会計システムに仕訳
入力されているか確かめるため、受発注システムから
「基準日」ごとに抽出したデータと総勘定元帳を照合
した。

・　会社が調整対象として抽出した出荷データにおける
「基準日」及び引き渡し時点が正確であるか確かめる
ため、サンプリングによって出荷伝票と発送指示書と
を突合した。

・　会社が調整対象として抽出した出荷データが、正確
に集計され会計システムに仕訳入力されているか確か
めた。

・　期末日後に取消処理されている売上高の有無を把握
し、取消処理されている場合には担当者への質問及び
取引に係る証憑の閲覧により、売上高の期間帰属の適
切性を検討した。

 

 
その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、

その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載

内容に対して意見を表明するものではない。

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と

財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような

重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 
財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを

評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要

がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が

ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決

定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結

論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外

事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいてい

るが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど

うかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計

事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要

な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

監査人は、監査等委員会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項を監

査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されてい

る場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合

理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

＜報酬関連情報＞

報酬関連情報は、連結財務諸表の監査報告書に記載されている。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
 

 

(注) １．上記の監査報告書の原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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